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平成 27 年度 火力電源入札募集要綱 平成 27 年度 火力電源入札募集要綱 平成 27 年度 火力電源入札募集要綱 平成 27 年度 火力電源入札募集要綱 

 

 

１ 適用 １ 適用 １ 適用 １ 適用 

 

この火力電源入札募集要綱（以下「入札要綱」といいます。）は、平成 27年度に当社が

実施する入札に適用いたします。 

 

・ この入札要綱は、電気事業法第 22条第 5項および同法施行規則第 30条にもとづき

行う入札について、その実施の方法を明らかにするものです。 

・ また、この入札要綱は、当社自らも応札を行うことを前提としております。 

 

 

２ 入札実施スケジュール ２ 入札実施スケジュール ２ 入札実施スケジュール ２ 入札実施スケジュール 

 

平成 27 年度の入札は、次のスケジュールで実施します。    

 

 

・ 入札実施スケジュールは、変更する場合があります。この場合は、当社ホームペー

ジにて、すみやかにお知らせいたします。 

・ 中立的機関は、経済産業省に設置された「総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事

業分科会 電気料金審査専門小委員会 火力電源入札ワーキンググループ」となりま

す。 

 

  

 平成 27年 3月 31日(火) 

 平成 27年 4月 17日(金) 

 平成 27年 4月 17日(金) 

～5月 15日(金) 

平成 27年 6月 23日(火) 

 

 平成 27年 7月 28日(火) 

 平成 27年 11月 27日(金) 

平成 28年 1月頃 

 

平成 28年 2月頃 

平成 28年 4月頃 

入札実施の公表（平成 27年度供給計画） 

事前説明会、入札要綱案の公表 

入札要綱案に対する提案募集 

(RFC：Request for Comments)の受付期間 

提案内容に対する回答公表 

中立的機関へ入札要綱案を提出 

入札説明会、入札募集開始 

入札募集締切 

落札候補者の決定 

中立的機関へ評価報告書案を提出 

落札者の決定 

落札者と電力受給契約の締結 
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３  募集規模 ３  募集規模 ３  募集規模 ３  募集規模 

    

募集規模は、５０万キロワットといたします。 

 

・ １件あたりの応札の規模は、最大 50万キロワットまでといたします。 

・ 募集規模は、受給最大電力の値といたします。詳細は、『６ 受給最大電力』を参照

してください。 

・ 募集規模を上回る応募があった場合の落札者の決定方法は、『１４ 落札候補者の選

定および落札者の決定』によります。 

・ 応札していただく発電設備については、新設・既設の別を問いません。ただし、落

札後に当社と締結する契約に他の契約が支障をきたさないようにしていただきます。 

・ 必ずしも単一の設備であることを要せず、複数の電源を集約して一体的に供給を行

うこと（以下「アグリゲーションアグリゲーションアグリゲーションアグリゲーション」といいます。）も可能といたします。 

・ 同一の発電場所の複数の発電設備（例えば 1 号系列・2 号系列など）あるいは同一

の発電設備から規模に応じて応札する場合、各発電設備をそれぞれ異なるプロジェ

クトとして応札することも可能ですが、この場合、プロジェクトごとの発電電力量

を明確に区分できることが必要となります。この場合の具体的な計量に関する事項

については、系統アクセス接続申込みの際に、当社託送サービスセンターへご相談

ください。 

 

 

４ 受給開始時期 ４ 受給開始時期 ４ 受給開始時期 ４ 受給開始時期 

 

  平成 34 年 4月から平成 36年 6 月までに受給を開始するものといたします。 

    

・ 受給開始時期は、営業運転開始を予定する時期として、応札者に設定していただき

ます。なお、受給開始までに発電設備の試運転が完了していることが必要です。 

・ 受給開始時期が異なる発電設備から一体的に供給する場合、全ての発電設備からの

供給が可能となる時点を受給開始時期として、受給期間、入札価格等を設定してい

ただきます。 

 

 

５ 受給期間 ５ 受給期間 ５ 受給期間 ５ 受給期間 

 

受給期間は、１５年間を基本とし、１０～２０年の範囲で１年を単位に応札者に設定し

ていただきます。 
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６  受給最大電力 ６  受給最大電力 ６  受給最大電力 ６  受給最大電力 

    

        発電設備の点検等の期間を除き、受給期間を通じて常時供給可能な最大電力を受給最大

電力といたします。 

    

・ 受給最大電力は、30分ごとの受給電力の最大値とし、1,000キロワット以上、1キ

ロワット単位で応札者に設定していただきます。 

・ ただし、当社以外の一般電気事業者の系統に連系する場合は、原則 1,000キロワッ

ト単位といたします。 

・ 受給最大電力は、送電端の値とし、具体的には次により算定いたします。 

ア 発電電力の全量を当社へ供給する場合 

受給最大電力は、発電端出力から発電に必要な所内消費電力（以下「運転中

所内電力」といいます。）を差し引いたものといたします。  

 

受給最大電力 ＝ 発電端出力 － 運転中所内電力 

 

イ 自家消費および当社以外への供給がある場合 

受給最大電力は、発電端出力から運転中所内電力と自家消費電力および当社

以外への供給電力を差し引いたものといたします。 

 

受給最大電力 ＝ 発電端出力 － 運転中所内電力 

－ 自家消費電力 － 当社以外への供給電力 

 

・ 受給最大電力は、原則として変更することはできませんが、運転中所内電力の変更

等により、常時供給可能な受給最大電力を増加することが可能となった場合、その

変更により落札者以外の者が落札者とならないことを条件に、落札者と協議のうえ、

受給最大電力を増量できるものといたします。 

・ 月ごとに供給可能な受給電力を応札時に提示していただくものといたします。 

なお、受給最大電力は、原則として夏季に供給できる能力といたしますが、外気温

の影響等により発電端出力が変化する場合は、受給最大電力を夏季以外の出力とす

ることも可能といたします。 
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７ 年間基準利用率 ７ 年間基準利用率 ７ 年間基準利用率 ７ 年間基準利用率 

    

年間基準利用率は、６５％～７５％の範囲といたします。    

 

・ 年間基準利用率は、定期検査等による停止を考慮したうえで、受給期間内における

応札者から当社へ供給可能な年間電力量の平均値にもとづいた利用率をいい、65～

75%の間で 1%を単位に応札者に設定していただきます。 

・ なお、外気温の影響等による発電電力の減少も考慮し、年間基準利用率を設定して

ください。 

    

    

８ 年間基準電力量 ８ 年間基準電力量 ８ 年間基準電力量 ８ 年間基準電力量 

 

年間基準電力量は、受給最大電力と年間基準利用率にもとづき算定いたします。 

 

・ 年間基準電力量は、応札者が設定した『６ 受給最大電力』および『７ 年間基準利

用率』にもとづき、以下により算定した値といたします。 

 

年間基準電力量 ＝ 受給最大電力 × 8,760時間※ × 年間基準利用率(%) 

※1年に満たない年度の年間基準電力量は、日割計算により算定いたします。 
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９  発電設備の運用条件 ９  発電設備の運用条件 ９  発電設備の運用条件 ９  発電設備の運用条件 

    

発電設備の運用については、以下を条件といたします。    

 

（１） 発電設備の停止計画の決定（１） 発電設備の停止計画の決定（１） 発電設備の停止計画の決定（１） 発電設備の停止計画の決定    

・ 落札者は、年度毎の発電設備の点検・補修による作業停止および出力抑制の計画（以

下「停止計画停止計画停止計画停止計画」といいます。）について、毎年10月末日まで※に、翌年度以降３年間

の停止計画を当社に提出していただき、当社は落札者と協議のうえ、12月末日まで

に、翌年度以降２年間の停止計画について決定いたします。 

※当社以外の一般電気事業者の系統に連系する場合は、当社が当該一般電気事業者

へ停止計画を提出する必要があるため、9月末日までといたします。 

 

（２） 年間供給可能電力量（①）の通知（２） 年間供給可能電力量（①）の通知（２） 年間供給可能電力量（①）の通知（２） 年間供給可能電力量（①）の通知    

・ 落札者は、受給最大電力に当該年度の年間時間数を乗じて得た電力量から停止計画

に伴い減少する電力量を除いた電力量（以下「年間供給可能電力量年間供給可能電力量年間供給可能電力量年間供給可能電力量」といいます。）

を、翌年度以降３年間について、停止計画の決定後すみやかに当社に通知し、当社

の承認を得ていただきます。 

 

（３）受給パターンの決定および年間受給電力量（②）の通告（３）受給パターンの決定および年間受給電力量（②）の通告（３）受給パターンの決定および年間受給電力量（②）の通告（３）受給パターンの決定および年間受給電力量（②）の通告 

・ 当社は、毎年 1月末日までに、年間基準利用率と標準的な受給パターンおよび停止

計画をもとに、翌年度の各日の受給パターンおよび年間の計画受給電力量（以下「年年年年

間受給電力量間受給電力量間受給電力量間受給電力量」といいます。）ならびに翌々年度の年間受給電力量の見込み値を決

定し、落札者に通告いたします。 

運用イメージ（年間基準利用率70%の場合）

80%

70%

60%

年間受給電力量

の上限値※1

年間基準電力量

年間受給電力量

の下限値※2

利用率
①年間供給可能電力量

（落札者が毎年通知）
年間受給電力量の上限は

①または上限値※1

のうちいずれか低い値

②年間受給電力量

（当社が毎年通告）

③年間受給電力量からの通告変更の許容範囲

（受給最大電力×8,760時間×±10%）

※1：年間基準電力量に受給最大電力×8,760時間×10%を加算した電力量

※2：年間基準電力量から受給最大電力×8,760時間×10%を減算した電力量

※3：協議により、年間供給可能電力量の範囲内で年間受給電力量の上限値を上回る通告、

または年間受給電力量の下限値を下回る通告が可能

③年間受給電力量の通告可能範囲※3
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・ 標準的な受給パターンについては、『別紙１標準的な受給パターン』を参照してくだ

さい。 

・ 年間受給電力量は、次の上限値および下限値の範囲を逸脱しないものとし、かつ、

当社が承認した年間供給可能電力量を上回らないものといたします。 

年
間
受
給
電
力
量 

上限値 年間基準電力量 ＋（受給最大電力 ×8,760 ×10％） 

[キロワット時] [キロワット時]       [キロワット]    [時間] 

下限値 年間基準電力量 －（受給最大電力 ×8,760 ×10％） 

[キロワット時] [キロワット時]       [キロワット]    [時間] 

・ 当社は、年間供給可能電力量の範囲内であれば、落札者と協議のうえ、年間受給電

力量の上限値を上回る年間受給電力量を通告することができるものといたします。 

・ 当社は、発電設備の点検・補修または電力系統の点検、修繕もしくは変更工事によ

り、年間受給電力量の下限値以上の電力の受給を行うことができないと判断した場

合は、落札者と協議のうえ、当該下限値を下回る年間受給電力量を通告することが

できるものといたします。この場合、当社は、落札者に対し当該年間受給電力量の

通告を行う理由を説明するものといたします。 

・ 当社は、前項までの規定により通告された受給パターンおよび年間受給電力量をも

とに最新の需給状況等を考慮したうえで、毎月 25日までに翌月の受給パターンを落

札者に通告いたします。 

・ また、毎週月曜日（以下「通告期限通告期限通告期限通告期限」といいます。）までに、翌週分（当該週の土曜

日から翌週の金曜日まで）の 30 分毎の受給電力量（以下「通告電力量通告電力量通告電力量通告電力量」といいます。）

を落札者に通告いたします。 

 

（４）通告変更（③）（４）通告変更（③）（４）通告変更（③）（４）通告変更（③）    

・ 当社は、需給状況等やむを得ない事由がある場合は、通告期限以降であっても、落

札者と協議のうえ、落札者の発電設備に係るこの契約以外の電力受給契約に影響し

ない範囲で、通告電力量を変更できるものといたします。 

・ 通告電力量（通告変更した場合は、変更後の値）の年度累計は、次の上限値および

下限値の範囲を逸脱しないものとし、かつ、当社が承認した年間供給可能電力量を

上回らないものといたします。ただし、あらかじめ落札者の承諾を得た場合は、こ

の限りではありません。 

通
告
電
力
量
の
年
度
累
計 

上限値 年間受給電力量 ＋（受給最大電力 ×8,760 ×10％） 

[キロワット時] [キロワット時]      [キロワット]   [時間] 

下限値 年間受給電力量 －（受給最大電力 ×8,760 ×10％） 

[キロワット時] [キロワット時]      [キロワット]    [時間] 
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・ 当社は、当社の責に帰すべき事由により通告電力量の年度累計が年間受給電力量の

下限値を下回った場合は、その下回った範囲において、落札者の発電設備の発電効

率の低下に対する補正を行うものとし、その詳細については、落札者と協議のうえ、

別途定めるものといたします。 

    

（５）発電不足時等のペナルティ（５）発電不足時等のペナルティ（５）発電不足時等のペナルティ（５）発電不足時等のペナルティ    

・ 通告電力量に対する超過・未達が発生した場合および発電設備の事故等により電力

の供給の全部または一部を停止した場合は、受給料金から所定額を減額するものと

いたします。 

・ 当社の責に帰すべき事由により、通告電力量の年度累計が上記（４）に記載の下限

値を下回った場合、当社は、その下回った電力量について、年間受給電力量通告未

達に対する補償金を支払います。 

・ ペナルティ金額の算定方法等の詳細は、『別紙２発電不足時等のペナルティ』を参照

してください。 

 

（６）発電余力の活用（６）発電余力の活用（６）発電余力の活用（６）発電余力の活用    

・ 当社の通告電力量（30分値）が、受給最大電力を２で除した値に相当する電力量を

下回る場合（給電指令により出力抑制する場合を除きます。）は、落札者は、その差

分については、発電余力として、当社以外の第三者に販売することができます。 

・ 発電余力を当社以外への第三者に販売したことにより、通告電力量に対する未達が

発生した場合で、その未達の発生事由が、余力活用を優先する等、落札者の故意ま

たは重過失によることが判明したときには、その未達となった電力量については、

余力活用補償電力量余力活用補償電力量余力活用補償電力量余力活用補償電力量とし、基本料金から所定額を減額するものといたします。 

・ 詳細は、『別紙３発電余力の活用』を参照してください。 
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１０ 入札する案件が満たすべき条件 １０ 入札する案件が満たすべき条件 １０ 入札する案件が満たすべき条件 １０ 入札する案件が満たすべき条件 

    

次の（１）～（６）の条件をすべて満たすことを入札の条件といたします。 

    

（１）上限価格（１）上限価格（１）上限価格（１）上限価格    

・ 入札価格に、潮流改善評価割引額および CO2 対策コスト等（当社が最終的な CO2

排出係数の調整を行う場合）を考慮した判定価格が、上限価格（当社の自社応札の

入札価格から算定する判定価格）以下となることが必要です。 

・ なお、上限価格は、公表いたしません。 

・ 判定価格については、『１２ 判定価格および評価価格の算定方法』を参照してくだ

さい。 

 

（２）技術的信頼性（２）技術的信頼性（２）技術的信頼性（２）技術的信頼性    

・ 応札者が発電実績を有すること、または発電実績を有する者の技術的支援等により、

電力供給を継続的に行ううえでの技術的信頼性が確保されていることが必要です。 

 

（３）利用率変動許容性（３）利用率変動許容性（３）利用率変動許容性（３）利用率変動許容性    

・ 年間受給電力量から、受給最大電力に 8,760時間を乗じて得た電力量の±10％の範

囲で調整可能であることが必要です。 

 

（４）遵守すべき法令・基準等（４）遵守すべき法令・基準等（４）遵守すべき法令・基準等（４）遵守すべき法令・基準等    

・ 発電設備は、電気事業法、計量法および環境関係諸法令（大気汚染防止法、環境影

響評価法等）等の発電事業に関連する諸法令（政令、省令、技術基準等を含む）を

遵守していることが必要です。 

ア 発電設備・受電設備の技術要件 

・ 発電設備・受電設備は、「電気設備に関する技術基準を定める省令」、「電気設

備の技術基準の解釈」、「発電用火力設備に関する技術基準を定める省令」お

よび「電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン」等の技術要件を

遵守するものといたします。 

・ 系統連系に関しては、電力広域的運営推進機関の「業務規程」、「送配電等業

務指針」、「電気設備の技術基準の解釈」、「電力品質確保に係る系統連系技術

要件ガイドライン」ならびに当社の「系統アクセス検討指針」、「特定規模需

要電気供給条件」、「電気最終保障約款」、「発電設備系統連系サービス要綱」、

「託送供給約款」等の技術要件を遵守するものといたします。 

イ 環境影響評価 

・ 新たに設置する発電設備が、環境影響評価の適用対象となる場合は、「利用可

能な最良の技術（BAT：Best Available Technology）を採用することが条件

となっていることから、その条件を満たす設備であることが必要です。 
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・ 具体的には、経済産業省・環境省「東京電力の火力電源入札に関する関係局

長級会議取りまとめ（平成 25年 4月 25日）」で示されたＢＡＴの参考表（入

札要綱決定時における最新のもの）において、「（Ａ）経済性・信頼性におい

て問題なく商用プラントとして既に運転開始をしている最新鋭の発電技術」

に区分されている発電技術以上のものとしてください。 

ウ 耐震設計・津波対策 

・ 耐震設計は、資源エネルギー庁「電気設備防災対策検討会報告（耐震性関係）

（平成 7年 11月 24日）」に示される電気設備の耐震性確保の考え方、および

JEAC3605-2014「火力発電所の耐震設計規程（平成 27年 3月、一般社団法

人日本電気協会）」を満足するものといたします。 

・ 津波対策は、総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会電力安全小委

員会「電気設備地震対策ワーキンググループ報告書(平成 24年 3月)」にて示

された「電気設備の津波への対応の基本的な考え方」および「電気設備の津

波対策」を満足するものといたします。 

・ 耐震設計、津波対策の詳細は、『別紙４耐震設計・津波対策の考え方』を参照

してください。 

・ 既に設置済みの発電設備で、追加の対策工事が必要となる場合は、受給開始

までに当該工事を完了していただくことが必要となります。 

 

（５）系統アクセス（５）系統アクセス（５）系統アクセス（５）系統アクセス    

・ 応札者の発電設備を系統に連系する場合（増出力等で連系内容を変更する場合を含

む。）は、連系する系統を維持・運用する一般電気事業者の送配電部門との間で、

系統アクセス検討指針等にもとづく接続検討（応札者側に必要な対策の検討を含む）

を応札までに終了し、応札者が設定する受給開始日までに営業運転を開始できる見

込みであることが必要です。    

・ また、応札に先立ち、接続供給申込み（入札時暫定）を実施していただく必要があ

ります。    

・ 系統アクセスに関する手続きについては、『別紙５系統アクセスに関する手続き等

の流れ』を参照してください。    

ア 当社系統に直接連系する場合 

・ 系統アクセス設備は、工事費負担金を申し受け、当社が建設することを原則

とし、建設に必要な工期を確保していただくことが必要です。 

・ 当社と協議のうえ系統アクセス設備を応札者が自ら建設することは可能です

が、この場合でも、計量器および通信設備に関する工事等については、当社

側の工事が必要であり、この工事に必要な工期を確保していただくことが必

要です。 
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イ 当社以外の一般電気事業者の系統に連系する場合 

・ 系統アクセス設備は、原則として連系するエリアの一般電気事業者が建設す

ることになりますが、それに必要な建設工期が確保されている必要がありま

す。 

・ また、受給期間にわたって振替供給が可能であることが必要となりますが、

応札時点では電力広域的運営推進機関の「業務規程」および「送配電等業務

指針」にもとづく連系線の利用が担保されたものではありません。 

・ このため、落札者決定後の連系線の利用手続きにおける送電可否判定におい

て、送電不可と判定された場合、落札は取消しとなります。 

 

（６）電力受給契約書の承認（当社の応札電源が落札した場合を除く）（６）電力受給契約書の承認（当社の応札電源が落札した場合を除く）（６）電力受給契約書の承認（当社の応札電源が落札した場合を除く）（６）電力受給契約書の承認（当社の応札電源が落札した場合を除く）    

・ 『別冊 電力受給契約書【標準契約書】』の内容を承認していただくことが必要で

す。 

・ 落札者には、当社と協議のうえ、『別冊 電力受給契約書【標準契約書】』にもとづ

く契約を締結していただきます。 

    

        



11 
 

    

１１ 入札価格の算定方法 １１ 入札価格の算定方法 １１ 入札価格の算定方法 １１ 入札価格の算定方法 

 

入札価格は、応札者が以下の方法にて算定し、入札書類として提出していただきます。 

 

（１）基本的な考え方 （１）基本的な考え方 （１）基本的な考え方 （１）基本的な考え方 

・ 入札価格は、各年の固定費（資本費、運転維持費）と可変費（燃料本体費、燃料調

達諸経費）の合計とし、受給期間で均等化した単価を算定していただきます。 

・ 入札価格の算定では、燃料価格や物価等によるエスカレーション補正は行いません。 

なお、受給開始後の受給料金は、入札時に設定していただいた諸元にもとづき、エ

スカレーション補正を行います。（詳細は、『別紙６受給料金』を参照してください。） 

・ 低廉な電気料金の実現のため、当社は電力需給状況等に応じて電源を効率的に運用

する必要があるため、応札していただく発電設備についても、入札条件の範囲で最

大限経済性等を考慮した通告運用を行います。そのため、受給料金設定の基礎とな

る入札価格の算定にあたっては、固定費、可変費の配分も含め、可能な限り実際の

コストにもとづいてください。 

・ 具体的な算定方法については、次の（２）および（３）ならびに『補足説明資料１

入札価格計算書記入例』を参考にしてください。 

 

（２）具体的な算定方法（２）具体的な算定方法（２）具体的な算定方法（２）具体的な算定方法    

ア 各年の費用の算定 

・ 資本費、運転維持費、燃料本体費（貿易統計の石炭（一般炭）、原油（原油・

粗油）、液化天然ガスの CIF価格に連動する費用）、燃料調達諸経費（前述の

CIF価格に連動しない費用）の別に、年ごとに算定してください。 

・ 資本費には、電源線等工事費（特定負担分）を含めるものとし、連系する一

般電気事業者の送配電部門の接続検討により回答された系統アクセス費用の

うち、電源線等の敷設費用や計量器等の取付費用など、応札者の特定負担分

に相当する「工事費負担金概算額」について、当社への供給に係る金額を算

定してください。 

（注）接続検討時に回答する「工事費負担金概算額」以外は、入札価格の算

定には含めないでください。『１２ 判定価格および評価価格の算定方

法』における評価過程において、当社が別途加算いたします。 

・ 運転維持費には、以下の費用を含めてください。 

ａ 発電設備停止中の所内消費電力 

・ 当社または新電力等からの購入等により、落札者自ら調達していただ

きますので、その想定費用を入札価格に含めてください。（入札する発

電設備からの発生電力量と相殺処理をすることはできません。） 

ｂ CO2対策コスト 

・ 実際の CO2排出係数（調整前の排出係数）が、当社が指定する基準排
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出係数（0.551×10-3t-CO2/kWh）を上回る場合の調整方法として、応

札者側で調整する方法を選択される場合は、CO2対策コストを入札価

格に含めてください。 

・ なお、当社側で調整する方法を選択される場合は、基準との差異にCO2

価格（2,100円/ t-CO2）を乗じて算定したCO2対策コストを評価過程で

当社が加算いたしますので、入札価格には含めないでください。 

・ CO2対策コストの調整方法については、『別紙７ 入札価格算定におけ

る CO2対策コストの扱い』を参照してください。 

・ 燃料本体費は、全日本通関 CIF価格の平成 26年 1月から同年 12月の実績平

均値（下表）を基準に算定するものとし、年間基準電力量にもとづき、毎年

同額としてください。 

 価格※ 統計品目番号 

石炭（一般炭） 10,292円/t 
財務省の日本貿易統計「一般炭」 

（概況品コード 3010105） 

原油（原油・粗油） 69,320円/kl 
財務省の日本貿易統計「原油及び粗油」

（概況品コード 30301） 

液化天然ガス 88,705円/t 
財務省の日本貿易統計「液化天然ガス」

（概況品コード 3050103） 

※ 平成 26年 1月から同年 12月までの確定値の加重平均値 

・ 燃料調達諸経費は、年間基準電力量にもとづき、毎年同額としてください。 

    

イ 現在価値の算定 

・ 上記アにより算定した各年の費用に、複利現価係数を乗じて受給開始時点の

価値に換算してください。なお、複利現価係数は、割引率を２.９％として算

定してください。 

複利現価係数  = （１＋ｉ）
  
  

y：受給開始年度からの経過年数 

i：割引率（2.9％） 

 

ウ 入札価格の算定 

・ 各年の費用の現在価値の合計に資本回収係数を乗じて均等化年経費を算定し、

均等化年経費を年間基準電力量で除して、入札価格(円/kWh)を算定してくだ

さい。なお、資本回収係数は、割引率を２.９％、年数は受給期間として算定

してください。 

資本回収係数  =   
  i ×   1 ＋ i  

   

   1 ＋ i  
 

 1 
 

n：受給期間（年） 

i：割引率（2.9％） 
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（３）入札価格算定上の留意事項（３）入札価格算定上の留意事項（３）入札価格算定上の留意事項（３）入札価格算定上の留意事項    

・ 消費税等相当額は、外税方式によりお支払いいたしますので、入札価格に算入しな

いでください。 

・ 事業税相当額の取扱いについては、次のアまたはイのいずれかを選択のうえ、  

『様式３事業税相当額の課税標準』により提示してください。 

ア 収入課税の場合、受給開始後の受給料金支払時に事業税相当額を加算いた 

しますので、入札価格には算入しないでください。 

イ 所得課税の場合、入札価格の中に事業税相当額を含めて算定してください。

（受給開始後の受給料金支払時に事業税相当額の加算はいたしません。） 

（注）応札時に選択した事業税相当額の取扱いは、変更できませんので、あらかじめ

税務当局へ確認する等、慎重な対応をお願いいたします。 

・ 入札価格は、小数点以下第 2位までとし、小数点以下第 3位で四捨五入してくださ

い。 
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１２ 判定価格および評価価格の算定方法 １２ 判定価格および評価価格の算定方法 １２ 判定価格および評価価格の算定方法 １２ 判定価格および評価価格の算定方法 

    

当社が設定する上限価格を下回ることを確認するための判定価格および落札候補順

位を決定するための評価価格は、当社が以下の方法にて算定いたします。 

 

（１） 判定価格の算定方法（１） 判定価格の算定方法（１） 判定価格の算定方法（１） 判定価格の算定方法    

ア 当社系統に直接連系する場合 

・ 入札価格に、潮流改善評価割引額、CO2対策コスト（当社が最終的な CO2排出

係数の調整を行う場合）および事業税を考慮したものを判定価格といたします。 

 

判定価格（円/kWh） =   
入札価格  潮流改善評価割引額 ± CO2対策コスト(当社が調整する場合)

（１  事業税率）
 

 

※ 潮流改善評価割引額は、入札要綱決定時点における当社の託送供給約款[一

般電気事業・特定規模電気事業等用]にもとづき、潮流改善評価地域に連系

する発電設備について適用いたします。 

※ 事業税率は、1.2888%を適用いたします。 

 

イ 当社以外の一般電気事業者の系統に連系する場合 

・ 入札価格に、CO2対策コスト（当社が最終的な CO2排出係数の調整を行う場合）

および事業税を考慮したものを判定価格といたします。 

 

     判定価格（円/kWh） =  
  入札価格 ± CO2対策コスト 当社が調整する場合   

（１  事業税率）
 

 

※ 事業税率は、1.2888%を適用いたします。 

 

（２）評価価格の算定方法（２）評価価格の算定方法（２）評価価格の算定方法（２）評価価格の算定方法    

・ 上記（１）で算定した判定価格が、上限価格（当社の自社応札の入札価格から算定

する判定価格）以下となる応札者のみ、評価価格の算定以降の過程に進みます。 

・ アグリゲーションによる供給を行う場合は、複数電源を一体的に取り扱うこととし、

『別紙８アグリゲーションによる場合の評価価格等の算定方法』にて評価いたします。 

 

ア 当社系統に直接連系する場合 

・ 判定価格に、電源線等以外工事費（一般負担分）を考慮したものを評価価格とい

たします。 

 

評価価格（円/kWh）＝ 判定価格 ＋ 電源線等以外工事費（一般負担分） 
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・ 電源線等以外工事費（一般負担分）の単価は、電源線等以外工事費（一般負担分）

の均等化年経費のうち、当社への供給（入札分）に係る金額（全量供給でない場

合はキロワット比率で按分した値）を、年間基準電力量で除した値（小数点以下

第 3位で四捨五入）といたします。 

・ 電源線等以外工事費（一般負担分）の均等化年経費は、電源等以外工事費（一般

負担分）における各工事費内訳に、各設備の耐用年数にもとづく以下の資本回収

係数を乗じた金額の合計（千円未満四捨五入）といたします。 

 

 

 

 

    

    

    

イ 当社以外の一般電気事業者の系統に連系する場合 

・ 判定価格に、振替供給に必要な料金および振替損失率を考慮したものを評価価格

といたします。    

    

         評価価格（円/kWh） =  
判定価格

 （１  振替損失率） 
 ＋ 振替供給に必要な料金 

 

・ 振替供給に必要な料金および振替損失率については、応札する発電設備が立地す

るエリアごとに、『別紙９振替供給に必要な料金および振替損失率』にもとづき、

適用いたします。 

 

（３）判定価格および評価価格算定上の留意事項（３）判定価格および評価価格算定上の留意事項（３）判定価格および評価価格算定上の留意事項（３）判定価格および評価価格算定上の留意事項    

・ 他の応札者の連系が接続検討の結果に影響する等（以下「状況変化」といいます。）

により、電源線等工事費（特定負担分）が変更となる場合、以下の手順により入札

価格の調整を行うこととし、調整後の入札価格にて落札した場合、調整後の入札価

格にて契約いたします。 

ａ 当社は、発電設備が連系する一般電気事業者の送配電部門に、状況変化に伴う

再算定の必要有無を確認いたします。 

ｂ 再算定が必要な場合、当社は、発電設備が連系する一般電気事業者の送配電部

門から、接続検討時および再算定後の電源線等工事費（特定負担分）の開示を

受け、入札価格における電源線等工事費を調整いたします。あわせて応札者に

対し再算定の理由および影響を説明いたします。 

・ 状況変化により、電源線等以外工事費（一般負担分）が変更となる場合にも、再算

定後の金額にて評価価格を算定いたします。 

・ 判定価格および評価価格は、小数点以下第 2位までとし、小数点以下第 3位で四捨

五入いたします。 

電源線等以外工事費 耐用年数 
資本回収係数 

（割引率 2.9%） 

送電設備工事費 36年 0.04512 

変電設備工事費 22年 0.06212 

給電・通信設備工事費 15年 0.08316 

計量器関連工事費 15年 0.08316 
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・ 状況変化による再算定の詳細については、『別紙５系統アクセスに関する手続き等

の流れ ７ 落札候補者選定時の再算定 および ８ 再算定後の工事費の調整方法』

を参照してください。 
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１３ 総合評価方式における総合ポイントの算定 １３ 総合評価方式における総合ポイントの算定 １３ 総合評価方式における総合ポイントの算定 １３ 総合評価方式における総合ポイントの算定 

 

価格要素および非価格要素をポイント化して評価する総合評価方式により、当社が 

総合ポイントを算定いたします。 

 

（１）価格要素ポイントの算出（１）価格要素ポイントの算出（１）価格要素ポイントの算出（１）価格要素ポイントの算出    

・ 評価価格が最も低い応札者を、価格要素ポイントの満点である 80ポイント（P）と

し、以下の算定式にもとづき、各応札者の価格要素ポイントを算出いたします。 

・ 価格要素ポイントは、小数点以下第 2位までとし、小数点以下第 3位を四捨五入い

たします。 

 

  価格要素ポイント =  
  全応札者のうち、最安値の評価価格（円/kWh）

当該応札者の評価価格（円/kWh）
 ×  80 P 

 

 

（２）非価格要素ポイントの算出（２）非価格要素ポイントの算出（２）非価格要素ポイントの算出（２）非価格要素ポイントの算出    

・ 非価格要素は、満点を 20 Pとし、加点項目および加点条件とその配点は、下表の

とおりといたします。 

・ 加点条件成立の具体的な判断基準は、『別紙１０非価格要素の加点条件の判断基準』

を参照してください。 

 加点項目 加点条件 配点 

1 需給運用の弾力性 

起動停止 
DSS機能を有するもの 2 

WSS機能を有するもの 1 

ガバナフリー、AFC機能の両方を有するもの 5 

最低負荷 
20%以下 1 

30%以下 0.5 

2 通告期限の弾力性 

受給最大電力の 40%
以下での連続運転が

可能な設備であり、

かつ通告期限が右を

満たすもの 

OTM機能を有し、指令

に追従できるもの 
6 

当日まで変更可能 4 

前日まで変更可能 2 

3 利用率変動許容性 利用率変動許容性を±15%まで許容するもの 2 

4 
送電端熱効率

（LHV） 
熱効率が BAT基準の(A)※＋1.0%以上のもの 2 

熱効率が BAT基準の(A)※相当のもの 1 

5 燃料調達の確実性 燃料調達の具体的計画を有しているもの 1 

6 環境負荷への配慮 
環境負荷の良い燃種（LNGやバイオマス等）を

使用するもの 
1 

合   計 
20 

(最大) 

※経済産業省・環境省「東京電力の火力電源入札に関する関係局長級会議取りまとめ(平成 25

年 4月 25日)」において、利用可能な最良技術(Best Available Technology)のうち、「（Ａ）

経済性・信頼性において問題なく商用プラントとして既に運転開始している最新鋭の発電

技術」として整理された基準で、入札要綱決定時点における最新のもの。 
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（３）総合ポイントによる評価（３）総合ポイントによる評価（３）総合ポイントによる評価（３）総合ポイントによる評価    

・ 価格要素ポイントと非価格要素ポイントを加算したポイント（以下「総合ポイント」

といいます。）の高いものから、順位付けいたします。 

・ 総合ポイントは、100 Pを満点といたします。 

 

総合ポイント（最大 100P） 

＝ 価格要素ポイント（最大 80P）＋非価格要素ポイント（最大 20P） 

 

    

    

＜参考＞総合評価方式のイメージ＜参考＞総合評価方式のイメージ＜参考＞総合評価方式のイメージ＜参考＞総合評価方式のイメージ    

    

○ 総合ポイントへの換算総合ポイントへの換算総合ポイントへの換算総合ポイントへの換算    

    

    

○ 総合順位の決定例総合順位の決定例総合順位の決定例総合順位の決定例    

 

 

 

 

 

 

 

        

0P

80P

100P(満点)

価格要素

(最大80P)

非価格要素

(最大20P)

応札者の評価価格

Ａ社(10.00円/kWh)

Ｂ社(10.30円/kWh)

Ｃ社(10.90円/kWh)

価格要素

80.00P

77.67P

73.39P

【価格要素ポイントの算出】

Ｂ社＝最安値の評価価格(10.00円/kWh)/Ｂ社評価価格(10.30円/kWh)×80P＝77.67P

Ｃ社＝最安値の評価価格(10.00円/kWh)/Ｃ社評価価格(10.90円/kWh)×80P＝73.39P

落札候補
順位

応札者
受給最大

電力
価格
要素

非価格
要素

総合
ポイント

受給最大
電力累計

1 Ｂ社 10万kW 77.67 18.0 95.67 10万kW
2 Ａ社 50万kW 80.00 14.0 94.00 60万kW
3 Ｃ社 30万kW 73.39 20.0 93.39 90万kW
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１４ 落札候補者の選定および落札者の決定 １４ 落札候補者の選定および落札者の決定 １４ 落札候補者の選定および落札者の決定 １４ 落札候補者の選定および落札者の決定 

    

入札条件に適合する総合ポイントの上位者を落札候補者とし、中立的機関に評価報告

書が認められたのち、落札者を決定いたします。 

    

（１）落札候補者の選定（１）落札候補者の選定（１）落札候補者の選定（１）落札候補者の選定    

ア 当社は、入札書にもとづき、『１０ 入札する案件が満たすべき条件』の各項に適

合しているかを確認いたします。 

イ 当社は、『１３ 総合評価方式における総合ポイントの算定』にもとづく総合ポイ

ントが上位の応札者から受給最大電力を累計し、50万キロワットに達する応札者ま

でを落札候補者として選定いたします。 

ウ 50万キロワットに達する最後の応札者までの受給最大電力の累計量が 60万キロワ

ットを超える場合は、以下により落札候補者を選定いたします。 

・ 当社は、50万キロワットに達する最後の応札者に対して、受給最大電力の累計

量が60万キロワットとなる必要量の入札価格の再算定および非価格要素の再

検討を依頼いたします。 

・ 当該応札者の再算定後の入札価格および非価格要素の結果にもとづき、改めて

総合ポイントを算定いたします。その後、当該総合ポイントと、当該応札者の

次順位の応札者の総合ポイントとを比較し、ポイントが高い応札者を落札候補

者として選定いたします。 

・ ただし、当該応札者が当社の指定する期日までに再算定後の入札価格等を提出

しない場合、当該応札者の次順位の応札者を対象として、落札候補者の選定を

行います。 

・ 当社は、上記の選定方法にもとづき、50万キロワットに達する最後の応札者ま

での受給最大電力の累計量が60万キロワット以内となるまで、落札候補者の選

定を行います。 

・ 選定方法の具体例は、『別紙１１落札候補者の選定方法』を参照してください。 

エ 総合ポイントが同値であった場合は、次の順で評価いたします。 

  

① 価格要素ポイントが高いもの 

② 非価格要素「1需給運用の弾力性」にて、得点が高いもの 

③ 非価格要素「2通告期限の弾力性」にて、得点が高いもの 

④ 非価格要素「3利用率変動許容性」にて、得点があるもの 

⑤ 非価格要素「4送電端熱効率」にて、得点が高いもの 

⑥ 非価格要素「5燃料調達の確実性」にて、得点があるもの 

⑦ 非価格要素「6環境負荷への配慮」にて、得点があるもの 

 

こ

の

順

に

考

慮 
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オ 落札候補者に対し、他の一般電気事業者が実施する火力電源入札への応札有無およ

び選考状況等について確認いたします。その入札において落札者と決定された場合

等には、その旨を申告いただくとともに、当社への供給の意思を確認させていただ

きます。 

    

（２）落札者の決定（２）落札者の決定（２）落札者の決定（２）落札者の決定    

・ 落札候補者を決定後、当社は、評価報告書案を中立的機関に提出いたします。その

うえで、同機関が入札要綱にもとづいた評価が行われていると認めた場合には、落

札候補者を落札者として決定いたします。 

 

（３）落札者決定後の手続き（３）落札者決定後の手続き（３）落札者決定後の手続き（３）落札者決定後の手続き    

・ 落札者決定後、当社は、すべての応札者に結果をお知らせいたします。 

・ 落札者決定後、当社は、落札者と『別冊 電力受給契約書【標準契約書】』にもと

づき、契約の協議を行います。 

・ 落札者が辞退した場合、連系線の送電可否判定において送電不可と判定された場合、

もしくは当社との契約協議の結果合意に至らない場合で、他の落札者の受給最大電

力の合計が 50万 kWを下回る場合には、上記（１）において落札候補者にならな

かった応札者のうち順位が上位の応札者より、上記（１）の手順にもとづき新たな

落札候補者を選定し、落札者といたします。 

・ 契約締結後、機器調達等に支障をきたすことのない適切な時期に、当社は次の項目

を公表いたします。 

 

 

        

・ 供給を行う事業者名 

・ 供給を行う場所（住所） 

・ 受給最大電力 

・ 受給開始時期 

・ 年間基準利用率 

・ 燃料種別 

・ 契約価格と上限価格のかい離率 

（ただし、落札者が 1社のみの場合は公表いたしません） 
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１５ 応募方法 １５ 応募方法 １５ 応募方法 １５ 応募方法 

    

応札者は、募集期間内に、入札書を３部（本書１部・写し２部）提出してください。 

なお、当社は、応札締切日の１営業日前に自社応札の入札書を中立的機関に提出いた

します。 

 

（１）入札書の提出 （１）入札書の提出 （１）入札書の提出 （１）入札書の提出     

ア 提出書類 ： 『様式１入札申込書』および次項（２）に記載の添付書類 

イ 提出方法 ： 入札書類は部単位にまとめ、一式を、封緘、封印のうえ持参してくだ 

      さい。当社は受領証を発行いたします。持参者は本人の印鑑（認印で 

可）をお持ちください。 

ウ 提出場所 ： 香川県高松市丸の内２番５号 

四国電力株式会社 

お客さま本部 営業部 受給グループ「火力電源入札」係 

エ 募集期間 ： 平成 27年 7月 28日(火)から平成 27年 11月 27日(金) 

・ 入札書の提出は、可能な限り平成 27年 11月 25日(水)から平成 27

年 11月 27日(金)の間にお願いいたします。 

・ 受付時間は、土・日・祝日を除く平日の午前 10時～午前 12時およ

び午後 1時～午後 4時とさせていたただきます。 

・ 平成 27年 11月 27日(金)の受付時間は、午前 12時までといたしま

す。 

・ 提出手続を円滑に進めるため、お手数をお掛けしますが、ご提出の

際には事前に当社までご連絡をお願いいたします。 

＜ご連絡先＞ 

四国電力株式会社 

お客さま本部 営業部 受給グループ「火力電源入札」係 

電話：087－821－5061（代表） 

オ 入札を無効とするもの 

・ 記名捺印のないもの 

・ 入札価格を訂正したもの 

・ 意思表示が不明確なもの 

・ 提出書類に虚偽の内容があったもの 

・ 同一のプロジェクトから入札した場合で、応札者が落札侯補者に選定された場合

に、同時に成立しえないもの 
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入札書在中

・応札年月日

・応札者名

・発電所名

・連絡先住所

・連絡先電話番号

・連絡先担当者名

印

印

印

（表） （裏）

 

カ 入札書類を提出する場合の封筒は、下図のようにしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 添付書類 №２７の印鑑証明書と同一の印を押捺してください。 

※ アグリゲーションの場合、発電所名には代表となる発電所を記載してください。 

※ 原則として、「JIS角形 2号」封筒を使用してください。 

 

（２）入札書への添付書類（様式のあるものは、別添様式に従って作成してください。）（２）入札書への添付書類（様式のあるものは、別添様式に従って作成してください。）（２）入札書への添付書類（様式のあるものは、別添様式に従って作成してください。）（２）入札書への添付書類（様式のあるものは、別添様式に従って作成してください。）    

 № 

１ 計画主体が合弁会社の場合、参加する事業者および出資比率を記載した書類 

２ 応札者の概要          様式２ 

３ 事業税相当額の課税標準     様式３ 

４ 発電設備の仕様         様式４ 

５ 発電設備の建設工程表      様式５ 

６ 運用条件に関わる事項      様式６    

７ 燃料関係            様式７ 

８ 発電所ごとの受給最大電力・年間供給可能電力量の最大値・ 

二酸化炭素排出量      様式８ 

９ 二酸化炭素排出係数の調整方法            様式９    

１０ 接続供給申込書（入札時暫定）の受領書 

１１ 接続検討回答書    

１２ 入札価格計算書                   様式１０ 

１３ 合成比率の算定書                  様式１１ 

１４ 二酸化炭素排出係数算定書              様式１２－１ 

１５ 二酸化炭素排出係数の算出根拠に関する説明書     様式１２－２    

１６ 環境規制と公害防止設備               様式１３ 

１７ 地元自治体との交渉状況               様式１４ 

１８ 設備配置図 ―主要設備配置図―           様式１５－１ 

１９ 設備配置図 ―発電所（工場）敷地全体図―      様式１５－２ 

２０ 設備配置図 ―発電所周辺地図―           様式１５－３    

２１ 主回路単線結線図                  様式１６ 
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２２ 供給電力の制御方式                 様式１７ 

２３ 発電所用地の取得状況                様式１８ 

２４ 建設費概算書                    様式１９ 

２５ 所要資金の額および調達方法             様式２０ 

２６ 火力発電設備の運転実績               様式２１ 

２７ 入札書に押捺した印章の印鑑証明書 

２８ 入札辞退書                     様式２２ 

 

・ 入札書および添付書類において使用する言語は日本語、通貨は日本円としていた

だきます。 

・ 添付書類（№１～２７）は、該当しない番号のものがあっても、「該当しない」

旨を明記し、通し番号を記入のうえ、すべてを提出してください。 

・ 落札後、新会社を設立する場合は、代表者 1名の名義で入札していただくことも

可能です。この場合、新会社に参加する予定の事業者および出資比率を記載して

ください。 

・ 添付書類№２に関し、計画の主体が合弁会社や、落札後に新会社を設立する場合

は、実際に事業を行う主体および構成メンバーについて、それぞれ『様式２応

札者の概要』を提出してください。 

・ 添付書類№２に関し、会社概要などのパンフレット等を添付してください。 

・ 添付書類№１０の「接続供給申込書(入札時暫定)の受領書」の発行に関しては、  

『別紙５系統アクセスに関する手続き等の流れ』を参照してください。 

 

（３）入札の辞退（３）入札の辞退（３）入札の辞退（３）入札の辞退    

・ 入札後に辞退する場合は、応札者の意思が決定次第、すみやかに『様式２２入札辞

退書』を提出してください。 

・ 入札辞退書に押捺する印は、『様式１入札申込書』と同一としてください。 

 

（４）その他の留意事項（４）その他の留意事項（４）その他の留意事項（４）その他の留意事項    

ア 入札の開札 

・ 当社は、平成 27年 11月 27日(金)午前 12時以降に、公証人立会いのもと入札

書を開封いたします。 

イ 入札価格の訂正 

・ 入札受付後は、入札書類の訂正はできません。 

ウ 追加資料提出 

・ 当社は、必要に応じて追加資料の提出をお願いする場合があります。 

エ 送配電部門から開示を受ける情報 

・ 当社は、当社託送サービスセンターまたは関連一般電気事業者の送配電部門か

ら、当該入札の価格評価のために必要な情報に限定して、情報の開示を受ける

ものといたします。当該情報は、以下のとおりといたします。 
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(ア)『１２ 判定価格および評価価格の算定方法』において、状況変化にともな

う入札価格の調整を行うために必要となる情報 

・ 接続検討時および再算定後の、それぞれの工事費負担金概算額および

所要工期 

・ アグリゲーションによる供給の場合は、発電設備ごとの工事費負担金

概算額および所要工期 

(イ)『１２ 判定価格および評価価格の算定方法』において、評価価格の算定に

必要となる情報 

・ 当社系統に直接連系する場合、電源線等以外工事費（一般負担分） 

（状況変化により再算定を行った場合は再算定後の金額） 

・ アグリゲーションによる供給の場合は、発電設備ごとの工事費 

オ 守秘義務 

・ 当社は、提出資料および『エ 送配電部門から開示を受ける情報』により開

示を受けた情報は、入札案件の評価以外の目的で使用いたしません。 

カ 入札結果の公表 

・ 当社は、募集締切後、次の項目を公表いたします。 

 

 

    

    

        

・入札受付件数と合計規模 

・業種ごと、燃料種ごと、受給開始時期ごとの件数と規模の分布 
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１６ 契約等の締結 １６ 契約等の締結 １６ 契約等の締結 １６ 契約等の締結 

    

当社は、落札者との間で、電力受給契約およびこれに付帯する協定等を締結いたし 

ます。    

 

・ 当社は、落札者と協議のうえ、『別冊 電力受給契約書【標準契約書】』にもとづ

く契約を締結いたします。 

・ 『別冊 電力受給契約書【標準契約書】』は、発電設備を当社系統に直接連系す

る場合は【標準契約書Ａ】、当社以外の一般電気事業者の系統に連系する場合は

【標準契約書Ｂ】を適用いたします。契約条件等の詳細につきましては、これら

をご参照ください。 

・ なお、この要綱の契約内容に係る記載につきましては、特段の記述がない限り、

【標準契約書Ａ】の内容を前提としております。 

・ 契約に付帯する協定等については、それぞれ必要に応じ、必要となる時期までに

締結いたします。 

・ 電源線等工事費（特定負担分）について、落札後の詳細設計等に伴い、落札時よ

り変動する場合は、別途落札者との協議にもとづき精算することができるものと

いたします。 

・ なお、当社以外の一般電気事業者の系統に連系する場合、当社は落札者決定後、

関連一般電気事業者に対して、振替供給の接続検討申込み、振替供給申込みなど

連系線の利用に関する手続きを行います。 

・ 当社との間で契約を締結する相手方（契約の承継者を含む）が、電力供給を行う

ことを目的に設立された子会社、合弁会社等である場合は、その出資者である事

業者が連帯保証を負うこととし、「連帯保証状」を提出していただきます。なお、

落札者からの申し出がある場合は、当社は落札者の会社形態・出資形態などの個

別事由を確認させていただいたうえで、財務基盤が確かな主たる出資者が連帯保

証することを前提に、連帯保証する出資者の範囲を落札者と協議いたします。（こ

の場合には、すべての出資者の連帯保証は必要といたしません。） 

また、落札者から連帯保証と同様に契約履行を担保できる提案がある場合、当社

は、当該提案について落札者と協議いたします。 
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１７ 受給料金 １７ 受給料金 １７ 受給料金 １７ 受給料金 

 

受給料金は、基本料金と電力量料金の二部料金制とし、入札価格にもとづき算定いた

します。 

 

・ 受給料金は、『様式１０入札価格計算書』における各年の金額を基本に算定い

たします。 

・ 受給料金の考え方の詳細は、『別紙６受給料金』を参照してください。 

 

 

１８ 契約保証金、受給開始日の変更、契約の解除等 １８ 契約保証金、受給開始日の変更、契約の解除等 １８ 契約保証金、受給開始日の変更、契約の解除等 １８ 契約保証金、受給開始日の変更、契約の解除等 

    

落札者には、受給開始に至るまでの契約履行の担保として、契約保証金を当社に預託

していただきます。 

また、受給開始日の変更や契約の解除等が生じた場合、帰責者は、電力受給契約の規

定にもとづく補償を行う必要があります。 

 

（１）契約保証金（１）契約保証金（１）契約保証金（１）契約保証金    

・ 契約締結後30日以内に、次の契約保証金を当社に預託していただきます。 

契約保証金 

[円] 
入札価格 [円/kWh]  × 年間基準電力量 [kWh]  ×  10％ 

・ 当社は、受給開始の日から30日以内に、契約保証金を利息を付さずに落札者に返還

いたします。 

・ 落札者は、次の各号に適合する保証状を当社に提出することにより、契約保証金の

預託に代えることができます。 

ア 当社の指定する金融機関が発行する保証書等であること 

イ 当社を保証金の受取人にしていること 

ウ 保証金額が上記に定める契約保証金額と同額あるいはそれ以上の金額で 

あること 

エ 保証人が催告・検索の抗弁権を有しないこと 

オ いかなる理由をもっても取消不可能なものであること 

    

（２）受給開始日の変更（２）受給開始日の変更（２）受給開始日の変更（２）受給開始日の変更    

・ 契約締結後に、受給開始日を変更する必要が生じた場合は、文書をもって相手方に

対して変更の申し出を行い、新たな受給開始日について協議できるものといたしま

す。ただし、１年を超える繰り延べはできないものといたします。 
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（３）受給開始遅延時の補償（３）受給開始遅延時の補償（３）受給開始遅延時の補償（３）受給開始遅延時の補償    

・ 受給開始日が遅延した場合、帰責者は、相手方に対して、次の算式によって算出さ

れた金額を遅延補償金として支払うものといたします。 

受給開始遅延補償金 

 [円] 

『１８（１）契約保証金』における契約保証金 [円] 

÷ 365 [日] × 遅延した日数 [日] 

 

（４）契約の解除（４）契約の解除（４）契約の解除（４）契約の解除    

・ 落札者または当社が契約に定める規定を遵守することを著しく怠った場合、相手方

に対して、文書をもって契約の履行を催告するものといたします。 

・ 催告を行った後、30 日を経過しても相手方がこの契約を履行しなかった場合、落

札者または当社は、契約を解除することができるものといたします。 

・ 落札者または当社の責に帰すべき事由により、契約を解除された場合、下表のとお

り、相手方に補償を行うものといたします。 

解除時期 
補償内容 

落札者に責がある場合 当社に責がある場合 

受給 

開始前 

① 契約保証金に相当する金額 

② 当社の系統アクセス設備の建設工

事費および撤去費用の実費 

 

① 契約保証金の返還 

② 契約保証金に相当する金額 

③ 落札者の供給設備の建設工事費

および撤去費用の実費 

受給 

開始後 

① 受給開始から解約時点までの入札

価格（均等化前）と入札価格（受給

期間で均等化した価格）の差額精算 

② 系統アクセス設備の残存価額およ

び撤去費用の実費 

③ 上限価格と判定価格の差額の残存

契約期間に対応する金額 

① 通常生ずべき損失（逸失利益を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

・ 契約の解除条件および補償内容の詳細は、『別冊 電力受給契約書【標準契約書】』

を参照してください。 
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【受給開始後の補償内容（落札者に責がある場合）のイメージ】 

 

    

    

    

    

    

    

    

（５）受給期間満了後の取扱い（５）受給期間満了後の取扱い（５）受給期間満了後の取扱い（５）受給期間満了後の取扱い    

・ 当社または落札者が受給期間満了日の３年前までに文書をもって相手方に契約の

延長を申し出た場合、相手方は特別な事情がない限り、その申し出に応じて契約延

長の協議を行うものといたします。 

・ 落札者は、受給期間満了以降、この契約に係る電力の全部または一部を当社以外の

第三者へ販売することができるものといたします。 

    

  

上限価格

判定価格

入札価格
(均等化後)※2

③③③③①①①①

解約
(年度)

(価格)

受給終了受給開始

入札価格
(均等化前)※1

・ 落札者には、契約締結時に上限価格と判定価格の差額を開

示いたします。 

・ なお、上限価格と判定価格の差額は、固定費単価（均等化

後）※3を上限とし、残存契約期間は７年を上限とします。 

※1：入札価格(均等化前)＝『様式１０入札価格計算書』におけるＨ欄の各年値 

※2：入札価格(均等化後)＝『様式１０入札価格計算書』におけるＫ欄の値 

※3：固定費単価(均等化後) ＝『様式１０入札価格計算書』におけるＮ欄の値 
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１９ その他 １９ その他 １９ その他 １９ その他 

    

（１） 計量（１） 計量（１） 計量（１） 計量    

受給電力量の計量は、原則として、以下のとおりといたします。 

ア 当社の系統に連系する場合 

・ 当社は、受電地点に設置した記録型計量器により、受電電圧と同位の電圧で、30

分単位で計量いたします。 

・ 毎月の受給電力量（30分毎の受給電力量を含む。）の計量は、翌月 1日 0時に行う

ものとし、当社が検針を行い、その結果をすみやかに落札者に通知するものといた

します。 

・ この契約に基づく受給電力量の仕訳に係る順位は、日本卸電力取引所のスポット取

引および時間前取引および先渡市場取引に次ぐ最上位かつ単独の順位といたしま

す。 

・ 記録型計量器の故障等により受給電力量を正しく計量できない場合、受給電力量は、

その都度落札者と協議のうえ、決定するものといたします。 

・ 記録型計量器、その他計量に必要な付属装置（計量器箱、変成器、変成器箱、変成

器の２次配線および計量情報等を伝送するための通信装置等をいう。）および区分

装置（力率測定時間を区分する装置等をいう。）は、当社の所有とし、当社が取り

付けるものといたします。また、当社は、その工事費（その他計量に必要な付属装

置をこの契約以外のものと共用する場合は、当該共用設備の設置に要する工事費を

折半したものとする。）の全額を、工事費負担金として落札者から申し受けます。 

・ 法令により記録型計量器およびその付属装置を取り替える場合、当社は、その工事

費（その他計量に必要な付属装置をこの契約以外のものと共用する場合は、当該共

用設備の設置に要する工事費を折半したものとする。）の全額を、工事費負担金と

して落札者から申し受けます。 

イ 当社以外の一般電気事業者の系統に連系する場合 

・ 当該一般電気事業者の託送供給約款および系統利用ルールによるものといたします。 

 

（２）通信設備等の施設（２）通信設備等の施設（２）通信設備等の施設（２）通信設備等の施設    

給電指令上必要な通信設備等は、原則として、以下のとおりといたします。 

ア 当社の系統に連系する場合 

・ 当社の系統アクセス検討指針等によるものといたします。 

イ 当社以外の一般電気事業者の系統に連系する場合 

・ 当該一般電気事業者の託送供給約款および系統利用ルールによるものといたします。 

 

 

以  上 



 

別紙１ 
 

別紙１ 

    

標 準 的 な 受 給 パ タ ー ン 標 準 的 な 受 給 パ タ ー ン 標 準 的 な 受 給 パ タ ー ン 標 準 的 な 受 給 パ タ ー ン 

（受給最大電力が 100,000kWの例） 

 

運転パターン １日の積算電力量 

Ａ

（運
転
） 

 

2,400,000 kWh 

Ｂ

（停
止
） 

 

0 kWh 

Ｃ

（起
動
） 

 

1,800,000 kWh 

Ｄ

（停
止
） 

 

2,000,000 kWh 

Ｅ

（出
力
制
限
） 

 

2,100,000 kWh 

・ 発電設備の点検・補修等による停止計画の扱いについては、『９ 発電設備の運用条件』

を参照してください。 

・ ガスタービンの場合、落札後、運転パターンを協議のうえ決定する際に、外気温の影響

による発電電力の減少を考慮いたします。 

・ 起動・停止や点検・補修等による出力制限の運転パターン（時間帯を含む）は落札後に、

協議のうえ決定するものといたします。 

 

（出力）

100,000 kW

50,000 kW

0 kW
0:00 6:00 24:00

受給最大電力での運転

100,000 kW × 18 h

（出力）

100,000 kW

50,000 kW

0 kW
0:00 24:00

（出力）

100,000 kW

50,000 kW

0 kW
0:00 24:00

受給最大電力での運転

100,000 kW × 24 h

（出力）

100,000 kW

50,000 kW

0 kW
0:00 20:00 24:00

受給最大電力での運転

100,000 kW × 20 h

（出力）

100,000 kW

50,000 kW

0 kW
0:00 10:00 24:00

受給最大電力の50%時間帯

100,000 kW × 18 h ＋ 50,000 kW× 6 h

16:00



 

別紙２－１ 

 

別紙２ 

    

発電不足時等のペナルティ 発電不足時等のペナルティ 発電不足時等のペナルティ 発電不足時等のペナルティ 

    

    

１ 通告超過電力量に対する電力量料金の減額１ 通告超過電力量に対する電力量料金の減額１ 通告超過電力量に対する電力量料金の減額１ 通告超過電力量に対する電力量料金の減額    

・ 落札者が当社に供給した 30 分ごとの受給電力量（以下「実績受給電力量実績受給電力量実績受給電力量実績受給電力量」といい

ます。）が、通告電力量の 103%※1 を上回った場合は、その上回った電力量を通告通告通告通告

超過電力量超過電力量超過電力量超過電力量として、当該月の通告超過電力量合計に当該月の電力量料金単価の 2分

の 1を乗じた金額を、その月の電力量料金から減額いたします。 

※1 AFC制御運転時については、AFC調整幅（5%）を考慮し、「108%」に置き換えます。 

  また、OTM機能により出力変動した時間帯は、通告超過電力量の対象外とします。 

 

２ 通告未達電力量に対する基本料金の減額２ 通告未達電力量に対する基本料金の減額２ 通告未達電力量に対する基本料金の減額２ 通告未達電力量に対する基本料金の減額    

・ 実績受給電力量が、通告電力量の97%※2を下回った場合は、その下回った電力量を

通告未達電力量通告未達電力量通告未達電力量通告未達電力量として、次の算式によって算出された金額を、その月の基本料金か

ら減額いたします。 

    
 当該年度の基本料金（年額） 

当該年度の年間受給電力量
 ×  ２ ×  当該月の通告未達電力量合計 

※2 AFC制御運転時については、AFC調整幅（5%）を考慮し、「92%」に置き換えます。 

  また、OTM機能により出力変動した時間帯は、通告未達電力量の対象外とします。 

 

３ 停電電力量に対する基本料金の減額３ 停電電力量に対する基本料金の減額３ 停電電力量に対する基本料金の減額３ 停電電力量に対する基本料金の減額    

・ 落札者の供給設備の事故等により、落札者があらかじめ当社と協議しないで電力の

供給の全部または一部を停止した場合、その停止期間において、供給を停止した時

刻から２時間を限度に、停止の発生時点に通告されていた通告電力量から実績受給

電力量を差し引いた電力量を停電電力量停電電力量停電電力量停電電力量として、次の算式によって算出された金額

を、その月の基本料金から減額いたします。 

  当該年度の基本料金（年額） 

   当該年度の年間受給電力量 
× ２ × 当該月の停電電力量合計  

 

４ 超過停止電力量に対する基本料金の減額４ 超過停止電力量に対する基本料金の減額４ 超過停止電力量に対する基本料金の減額４ 超過停止電力量に対する基本料金の減額    

・ 落札者の供給設備の事故、または停止計画における点検・補修日数の超過等によっ

て、落札者が電力の供給の全部または一部を停止した場合、その停止期間において、

停止の発生時点に通告されていた通告電力量から実績受給電力量と停電電力量を

差し引いた電力量を停止電力量停止電力量停止電力量停止電力量といたします。 
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・ 当該年度の停止電力量の累計が、年間許容停止電力量年間許容停止電力量年間許容停止電力量年間許容停止電力量（年間基準電力量に３％を乗

じた値）を超過した場合、その超過した電力量を超過停止電力量超過停止電力量超過停止電力量超過停止電力量として、次の算式

によって算出された金額を、当該年度最終月の基本料金から減額いたします。 

 
 当該年度の基本料金（年額）

 当該年度の年間受給電力量 
× 超過停止電力量    

    

５ 当社の通告不足に対する補償５ 当社の通告不足に対する補償５ 当社の通告不足に対する補償５ 当社の通告不足に対する補償    

・ 当社の責に帰すべき事由により、通告電力量の年度累計が『９ 発電設備の運用条

件（４）』に記載の下限値を下回った場合、当社は、その下回った電力量に、当該

年度最終月の電力量料金単価の２分の１を乗じて得た金額を年間受給電力量通告

未達に対する補償金として、当該年度最終月の電力量料金に加算して支払います。 

 

※ 上記３に定める停電電力量および４に定める停止電力量について、落札者が当社と協議

のうえこの契約以外の電力を調達し当社に供給したときは、停電電力量および停止電力

量から当該供給の電力量を差引くことができるものとし、その具体的な運用方法につい

ては、別途協議のうえ決定いたします。 

 

※ 上記１～５の各ペナルティに関する詳細な条件は、『別冊 電力受給契約書【標準契約

書】』を参照してください。 
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別紙３ 

 

発 電 余 力 の 活 用 発 電 余 力 の 活 用 発 電 余 力 の 活 用 発 電 余 力 の 活 用 

    

１ 発電余力の活用１ 発電余力の活用１ 発電余力の活用１ 発電余力の活用    

・ 当社の通告電力量（30 分値）が、受給最大電力を２で除した値に相当する電力量を

下回る場合（給電指令により出力抑制する場合を除きます。）は、落札者は、その差

分を上限として、この契約の履行に支障が生じない限りにおいて、当社以外の第三者

に供給（以下「余力活用余力活用余力活用余力活用」といいます。）することができます。 

・ 当社および落札者は、余力活用を行うにあたり、運用上必要な事項を協議によって定

めるものといたします。 

 

２ 留意点２ 留意点２ 留意点２ 留意点    

・ 自治体との協定によって NOx・SOx 等の排出枠が決まっている場合の発電量や燃料

調達面等に留意するなど、当社への供給に支障が出ない範囲内としていただきます。 

・ 非価格要素ポイント算出時の加点項目「通告期限の弾力性」において、加点評価を得

た場合は、それらの加点条件を満足していただきます。 

 

３ 電力量の仕訳に係る順位３ 電力量の仕訳に係る順位３ 電力量の仕訳に係る順位３ 電力量の仕訳に係る順位    

・ 受電地点において、当社へ供給する電力量とそれ以外の電力量を同一計量する場合は、

当該計量に関係する一般電気事業者が定める託送供給約款にもとづき、電力量の仕訳

に係る順位（以下「順位」といいます。）を設定していただきます。 

・ この場合、当社への供給電力量の順位は、日本卸電力取引所のスポット取引および時

間前取引に次ぐ最上位かつ単独の順位としていただきます。 

 

４ 余力活用補償電力量に対する補償４ 余力活用補償電力量に対する補償４ 余力活用補償電力量に対する補償４ 余力活用補償電力量に対する補償    

・ 落札者が余力活用を行うにあたり、実績受給電力量が通告電力量に対し未達となっ

た場合で、その未達の発生事由が、余力活用を優先する等、落札者の故意または重

過失によることが判明したときには、その未達となった電力量については、『別紙２

発電不足時等のペナルティ』に定める通告未達電力量ではなく、余力活用補償電力余力活用補償電力余力活用補償電力余力活用補償電力

量量量量とします。 

・ 余力活用補償電力量が発生した場合には、次の算式によって算出された金額を、そ

の月の基本料金から減額するものといたします。 

  当該年度の基本料金（年額）  

 当該年度の年間受給電力量  
 ×  ３ ×  余力活用補償電力量 
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耐震設計・津波対策の考え方 耐震設計・津波対策の考え方 耐震設計・津波対策の考え方 耐震設計・津波対策の考え方 

 

入札する案件は、耐震設計・津波対策に係る以下の考え方を満足するものといたします。 

 

１ 耐震設計 １ 耐震設計 １ 耐震設計 １ 耐震設計 

・ 耐震設計は、資源エネルギー庁が公表した「電気設備防災対策検討会報告（耐震性

関係）（平成 7年 11月 24日）」に示される電気設備の耐震性確保の考え方、および、

JEAC3605-2014「火力発電所の耐震設計規程（平成 27 年 3 月、一般社団法人日本

電気協会）」を満足するものといたします。 

・ 設計に用いるレベル２地震動は、国・自治体等の公的機関（中央防災会議、地震調

査研究推進本部など）が公表している発電所所在地における最新の情報を踏まえ、

設備に最も影響が大きいものを含めてください。 

・ 「電気設備防災対策検討会報告」で示された耐震性確保の考え方は、下表のとおり

です。 

 

電気設備の耐震性区分と確保すべき耐震性 

耐震性区分 区分Ⅰ 区分Ⅱ 

電気設備の区分 

ダム、LNG地上式タンク、 

LNG地下式タンク、油タンク 

（一旦機能損失した場合に人

命に重大な影響を与える可能

性のある電気設備） 

発電所建屋、タービン、ボイラ、

変電設備、送電設備、配電設備、

給電所、電力保安通信設備 等 

（区分Ⅰ以外の電気設備） 

一般的な地震動※1 

に際し、 
個々の設備毎に機能に重大な支障が生じないこと 

高レベルの地震動※2

に際しても、 

人命に重大な影響を与えない

こと 

著しい（長期的かつ広範囲）供給

支障が生じないよう、代替性の確

保、多重化等により総合的にシス

テムの機能が確保されること 

※1 供用期間中に１～２度程度発生する確率を持つ一般的な地震動 

※2 発生確率は低いが直下型地震又は海溝型巨大地震に起因する更に高レベルの地震動
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２ 津波対策 ２ 津波対策 ２ 津波対策 ２ 津波対策 

・ 津波対策は、「総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会電力安全小委員会電

気設備地震対策ワーキンググループ報告書（平成 24年 3月）」において示された「電

気設備の津波への対応の基本的な考え方」および「電気設備の津波対策」を満足す

るものといたします。 

 

「総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会電力安全小委員会電気設備地震 

対策ワーキンググループ報告書」は、経済産業省ホームページ上の下記アドレスに 

掲載されています。 

http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/shingikai/120/8/120_8_index.html 

 

・ 南海トラフ地震による影響が想定される地域※１に発電所が立地する場合、「南海ト

ラフ地震のうち、発生間隔が数十年から百数十年に一度程度の規模の地震・津波※２」

に対して、設備防護まで考慮した対策をしてください。 

    ※1 南海トラフ地震防災対策推進地域（平成 26年 3 月、内閣総理大臣指定） 

    ※2 南海トラフ地震防災対策推進基本計画（平成 26年 3 月、中央防災会議） 
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別紙５ 

 

系統アクセスに関する手続き等の流れ 系統アクセスに関する手続き等の流れ 系統アクセスに関する手続き等の流れ 系統アクセスに関する手続き等の流れ 

 

以下は、発電設備を当社系統に連系する場合の手続きを示しており、他社系統に連系する

場合については、当該系統を管轄する一般電気事業者の手続きによるものといたします。 

 

１ 事前相談１ 事前相談１ 事前相談１ 事前相談    

・ 当社系統への連系を希望される場合、接続検討の申込みに先立ち、事前相談の申込

みを行うことができます。事前相談では、連系制限の有無、連系制限がある場合に

は連系可能な最大電力等を回答させていただきます。 

・ 事前相談は、当社系統への連系を希望される場合は、当社託送サービスセンターで

受付するほか、特定発電設備(発電設備等の出力の合計値が１万 kW 以上)の場合は、

電力広域的運営推進機関に申込むことも可能です。 

・ 当社系統情報については、当社ホームページ上の下記アドレスに掲載しております。 

http://www.yonden.co.jp/business/jiyuuka/tender/index.html 

・ 事前相談申込書は、当社ホームページ上の下記アドレスに掲載しております。 

http://www.yonden.co.jp/business/jiyuuka/retail/flow/index.html 

<留意点> 

・ 事前相談は、原則として事前相談の申込みから１ヶ月以内に検討結果を回答いたし

ます。 

    

２ 接続検討の申込み２ 接続検討の申込み２ 接続検討の申込み２ 接続検討の申込み    

・ 発電設備等を新設し当社系統へ連系を希望される場合、接続供給申込み(入札時暫定)

に先立ち、接続検討の申込みが必要となります。 

・ 接続検討は、当社系統への連系を希望される場合は、当社託送サービスセンターで

受付するほか、特定発電設備(発電設備等の出力の合計値が１万 kW 以上)の場合は、

電力広域的運営推進機関に申込むことも可能です。 

・ 接続検討申込書は、当社ホームページ上の下記アドレスに掲載しております。 

http://www.yonden.co.jp/business/jiyuuka/retail/flow/index.html 

<留意点> 

接続検討は、原則として接続検討の申込みから３ヶ月以内に検討結果を回答いたしま

す。 

    

３ 検討料３ 検討料３ 検討料３ 検討料    

・ 接続検討の申込みがあった場合、１発電場所（受電地点）１検討につき２０万円に

消費税等相当額を加算した金額を検討料として、接続検討の申込み時に申し受けま

す。ただし、検討料を不要とする場合はこの限りではありません。
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<留意点> 

同一発電場所において、容量別に複数の接続検討を行う場合は、それぞれを１検討と

して検討料を申し受けます。 

    

４ 接続検討４ 接続検討４ 接続検討４ 接続検討    

・ 接続検討では、応札者の設置する発電設備を当社の特別高圧・高圧電線路に系統連

系するにあたり、他の事業者や当社電力系統に影響がないか、技術的な検討等を行

います。 

・ その際、接続検討に必要なデータを提出していただく必要があります。 

    

５ 接続検討の回答５ 接続検討の回答５ 接続検討の回答５ 接続検討の回答    

・ 接続検討の回答として、希望した最大受電電力に対する連系可否、連系工事の概要、

概算工事費(工事費負担金概算額)、所要工期等を回答させていただきます。 

・ 接続検討の回答については、系統連系を保証するものではございません。 

・ なお、接続検討結果の回答の日から、接続供給契約申込書(入札時暫定)の提出までの

間に、同一系統に他事業者が連系する等、接続検討の結果が変更となる可能性があ

る場合には、その旨を当社託送サービスセンターから連絡いたします。この場合で、

当該応札者が希望されるときは、再度検討料２０万円に消費税等相当額を加算した

金額を申し受けたのち、あらためて接続検討を行います。 

 

６ 接続供給申込み（入札時暫定）６ 接続供給申込み（入札時暫定）６ 接続供給申込み（入札時暫定）６ 接続供給申込み（入札時暫定）    

・ 応札に先立ち、接続供給契約申込書（入札時暫定）に必要事項をご記入のうえ、当

社託送サービスセンターに申し込んでください。 

・ 接続供給契約申込書（入札時暫定）の様式は、当社託送サービスセンターにてお渡

しいたしますので、お問い合わせください。 

・ 当社託送サービスセンターは接続供給契約申込書（入札時暫定）の受付時に、入札

書の添付書類として必要となる「接続供給契約申込（入札時暫定）受領書」を発行

いたします。なお、応札者が落札できなかった場合等は、本接続供給申込み（入札

時暫定）は無効となります。また、「接続供給契約申込（入札時暫定）受領書」を発

行後、募集期間の締切までに前提とした系統の条件に変更が生じた場合等には、当

社託送サービスセンターよりご連絡させていただきます。 

 

７ 落札候補者選定時の再算定７ 落札候補者選定時の再算定７ 落札候補者選定時の再算定７ 落札候補者選定時の再算定    

・ 接続検討では、当該応札者が単独で特別高圧・高圧電線路に接続する場合の概算工

事費および工事費負担金概算額を回答いたします。 

・ 一方、当社は、落札候補者の選定にあたり、接続検討時からの状況変化を当社託送

サービスセンターに確認し、同一系統に複数の応札者が同時に接続する場合等、状

況変化に伴う再算定が必要となった場合、概算工事費および工事費負担金概算額の

再算定を行います。



 

別紙５－３ 

また、あわせて応札者に対し再算定の理由および影響を説明いたします。 

 

（再算定が必要となる事例） 

・ 同一系統に複数の事業者が応札する場合 

・ 同一系統に入札電源以外の契約申込みがあった場合 

 

８ 再算定後の工事費の調整方法８ 再算定後の工事費の調整方法８ 再算定後の工事費の調整方法８ 再算定後の工事費の調整方法    

（１）電源線等工事費（特定負担分）の再算定に伴う入札価格の調整（１）電源線等工事費（特定負担分）の再算定に伴う入札価格の調整（１）電源線等工事費（特定負担分）の再算定に伴う入札価格の調整（１）電源線等工事費（特定負担分）の再算定に伴う入札価格の調整    

・ 電源線等工事費（特定負担分）の再算定を行った場合は、次の算式により算定した

調整単価で、入札価格を調整いたします。(小数点以下第 2位までとし、小数点以下

第 3位で四捨五入) 

 

電源線等工事費(特定負担分)の調整単価 ＝  ③  × （②  ÷  ①） 

（円/kWh）         （円/kWh）   （円）   （円） 

①：接続検討時の電源線等工事費（特定負担分） 

②：再算定後の電源線等工事費（特定負担分） 

③：『様式１０入札価格計算書』に記載した電源線等工事費（特定負担分）の単価 

（当社への供給に係る単価） 

    

（２）電源線等以外工事費（一般負担分）の再算定に伴う評価価格の算定（２）電源線等以外工事費（一般負担分）の再算定に伴う評価価格の算定（２）電源線等以外工事費（一般負担分）の再算定に伴う評価価格の算定（２）電源線等以外工事費（一般負担分）の再算定に伴う評価価格の算定    

・ 電源線等以外工事費（一般負担分）の再算定を行った場合は、再算定後の金額で評

価価格を算定いたします。 

    

９ 落札後の電源線等工事費（特定負担分）の取扱い９ 落札後の電源線等工事費（特定負担分）の取扱い９ 落札後の電源線等工事費（特定負担分）の取扱い９ 落札後の電源線等工事費（特定負担分）の取扱い    

・ 電源線等工事費(特定負担分)について、落札後の詳細設計等に伴い落札時より変動す

る場合は、別途落札者との協議にもとづき精算することができるものといたします。 

 

 



 

別紙６－１ 

別紙６ 

 

受 給 料 金 受 給 料 金 受 給 料 金 受 給 料 金 

    

受給料金は、基本料金と電力量料金の二部料金制とし、『様式１０入札価格計算書』

における各年の金額を基本に、以下により算定いたします。 

 

１ 基本的な考え方１ 基本的な考え方１ 基本的な考え方１ 基本的な考え方    

・ 受給開始後に、当社が落札者に支払う受給料金は、次の２～３にもとづき算定する

基本料金と電力量料金の合計額に、『別紙２発電不足時等のペナルティ』および 

『別紙３発電余力の活用  ４ 余力活用補償電力量に対する補償』を加味し、事業税

相当額（落札者が収入課税の場合）、消費税等相当額を加算したものといたします。 

 

・ 受給料金は、燃料価格や物価等によるエスカレーション補正を行います。 

エスカレーション補正に適用する指標は下表のとおりとし、『様式１１合成比率の算

定書』により提出してください。 

なお、合成比率は、可能な限り実態に即して設定してください。 

 

＜各費用の合成比率の算定にあたり適用する指標＞ 

費 用 指   標 

運転維持費 

・ 一人あたり雇用者報酬指数（ＣＥＩ） 

・ 企業物価指数（ＣＧＰＩ） 

・ 消費者物価指数（ＣＰＩ） 

・ 変動なし 

の４つの指標を適用する費用の割合から算定。 

燃料本体費 

貿易統計における 

・ 石炭（一般炭） 

・ 原油（原油・粗油） 

・ 液化天然ガス 

の３つの指標を適用する費用の割合から算定。 

燃料調達諸経費 

・ 一人あたり雇用者報酬指数（ＣＥＩ） 

・ 企業物価指数（ＣＧＰＩ） 

・ 消費者物価指数（ＣＰＩ） 

・ 変動なし 

の４つの指標を適用する費用の割合から算定。 
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２ 基本料金２ 基本料金２ 基本料金２ 基本料金    

（１）月額（１）月額（１）月額（１）月額    

入札価格計算書における各年の固定費（資本費および運転維持費）を１２で除した 

金額といたします。 

資本費 

○ 入札価格計算書に記載された資本費といたします。 

○ ただし、以下の補正を行った場合は、補正後の金額に置き換えます。 

ア  電源線等工事費（特定負担分）の精算 

・ 電源線等工事費（特定負担分）については、当社が実施する系

統アクセス設備の工事が完了したのち、落札者の事由によらな

い電源線等工事費の精算（以下「確定精算」といいます。）が

生じた場合、確定精算に伴う各年度の精算額をそれぞれ加減算

するとともに、これに伴う資本費の補正を行います。 

イ  土木建築工事費の補正 

・ 『様式１９建設費概算書』において、あらかじめ、物価変動に

よる土木建築工事費の補正を希望した事業者については、物価

変動に応じた補正を行うものとし、各年度の補正額をそれぞれ

加減算するとともに、これに伴う資本費の補正を行います。 

・ 土木建築工事費の補正に関する詳細は、次項（２）を参照して

ください。 

運転 

維持費 

○ 入札価格計算書に記載した運転維持費を基本といたします。 

○ 各年度の運転維持費については、 毎年度4月に、基準となる指標 

（平成26年度の一人あたり雇用者報酬指数（ＣＥＩ）、企業物価指

数（ＣＧＰＩ）、消費者物価指数（ＣＰＩ））と当該年度の指標と

の変動率にて算定した運転維持費調整係数を乗じた金額に置き換

えます。 

○ 落札者には、毎年度の CO2排出係数の実績（以下「実績排出係数」

といいます。）を当社に報告のうえ、応札時に選択した調整方法に

もとづき、CO2排出係数を調整していただきます。応札時に前提と

した排出係数を超過した場合は、基本料金を減額いたします。 

※ CO2 排出係数の扱いに関する詳細な取扱いは、（３）を参照し

てください。 
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（２）土木建築工事費の補正 （２）土木建築工事費の補正 （２）土木建築工事費の補正 （２）土木建築工事費の補正 

・ 土木建築工事費については、落札した発電設備が新設またはリプレースの場合、発

電所建設工事費のうち、土木建築工事契約については、入札時点と契約締結時点の

相違から、工事金額が国内物価によって著しく変動することも考えられます。 

・ そのため、落札者があらかじめ希望した場合は、土木建築工事の物価変動に応じた

補正を行うものとし、以下の算式にもとづく各年の補正額をそれぞれ加減算し、資

本費の補正を行うものといたします。 

 

各年の補正額 ＝ 各年の土木建築工事費 補正前 ×  
環境影響評価書が確定した月の土木物価指数

入札募集受付開始月の土木物価指数
 １  

 

ただし、以下の場合は、補正を行わないものといたします。 

 

 
 環境影響評価書確定月の土木物価指数 

入札募集受付開始月の土木物価指数
  1  5% 

 

※ 補正の対象とする金額は、入札制度および評価の公平性の観点から、入札時

点であらかじめ確定します。このため、補正を希望する場合には、入札書類

『様式１０入札価格計算書』の資本費の欄に補正対象となる土木建築工事費

を再掲してください。 

※ 当該土木建築工事費の合計は『様式１９建設費概算書』における土木工事お

よび建築工事の合計額以下で、かつ、『様式１０入札価格計算書』における

資本費の合計の25%以内といたします。 

※ 土木物価指数のプラスおよびマイナス双方の変動を補正対象とします。 

 

（３）受給料金における（３）受給料金における（３）受給料金における（３）受給料金における COCOCOCO2222排出係数の取扱い 排出係数の取扱い 排出係数の取扱い 排出係数の取扱い 

落札者には、毎年度のCO2排出係数の実績（以下「実績排出係数実績排出係数実績排出係数実績排出係数」といいます。）を

当社に報告のうえ、応札時に選択したCO2排出係数の調整方法にもとづき、以下のとお

り調整していただきます。 

ア 当社が最終的なCO2排出係数の調整を行う場合 

・ 落札者は、発電設備の発生電力のうち、この契約の電力受給に係る毎年度の

CO2排出量および実績排出係数を、当社の指定する期日までに報告してくだ

さい。 

・ 実績排出係数は、応札時に提出いただいた排出係数（『様式１２－１二酸化炭

素排出係数算定書』の（e）の値。以下「契約排出係数契約排出係数契約排出係数契約排出係数」といいます。）を超

過しないものといたします。 

・ 落札者の責に帰すべき事由により、実績排出係数が契約排出係数を超過した

場合は、落札者は次の①または②のいずれかを選択してください。 

① 炭素クレジット(地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく算定・報告・
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公表制度において、調整後温室効果ガス排出量の調整に用いることができ

るもの。以下同様といたします。)を調達すること等によって実績排出係数

を契約排出係数と同一になるように調整する。 

② 実績排出係数と契約排出係数との差に当該年度の受給電力量を乗じて得

た値に炭素クレジットの市場価格を乗じて得た金額を、当該年度の翌年度

最終月の基本料金から減額する。 

イ 落札者が最終的なCO2排出係数の調整を行う場合 

・ 落札者は、発電設備の発生電力のうち、この契約の電力受給に係る毎年度の

CO2排出量およびCO2排出係数の実績および炭素クレジットを反映した調整

後のCO2排出係数（以下「調整後排出係数調整後排出係数調整後排出係数調整後排出係数」といいます。）を、当社の指定す

る期日までに報告してください。 

・ 調整後排出係数が、0.551×10-3t-CO2/kWh （以下「基準排出係数基準排出係数基準排出係数基準排出係数」といいま

す。）を上回る場合は、調整後排出係数と基準排出係数との差に当該年度の受

給電力量および炭素クレジットの市場価格を乗じて得た金額を、当該年度の

翌年度最終月の基本料金から減額いたします。 

    

３ 電力量料金 ３ 電力量料金 ３ 電力量料金 ３ 電力量料金 

・ 各月の実績受給電力量の合計に、電力量料金単価（燃料本体費単価および燃料調達

諸経費単価の合計）を乗じた金額を、毎月お支払いいたします。 

燃料本体費単価 

（ＣＩＦ価格連動分） 

入札価格の可変費（燃料本体費）単価に、各月ごとに、基準

となる入札時の燃料本体費の前提とした貿易統計における

ＣＩＦ価格※1と、当該月に適用する貿易統計におけるＣＩＦ

価格との変動率にて算定した燃料本体費調整係数を乗じた

単価とします。 

燃料調達諸経費単価 

（ＣＩＦ価格非連動分）

入札価格の可変費（燃料調達諸経費）単価に、毎年度4月に、

基準となる指標（平成26年度の一人あたり雇用者報酬指数、

企業物価指数、消費者物価指数）と当該年度の指標との変動

率にて算定した燃料調達諸経費調整係数を乗じた単価とし

ます。 

※1 基準となるＣＩＦ価格 

 価格※2 統計品目番号 

石炭（一般炭） 10,292円/t 
財務省の日本貿易統計「一般炭」 

（概況品コード 3010105） 

原油（原油・粗油） 69,320円/kl 
財務省の日本貿易統計「原油及び粗油」

（概況品コード 30301） 

液化天然ガス 88,705円/t 
財務省の日本貿易統計「液化天然ガス」

（概況品コード 3050103） 
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・ 上表の基準となるＣＩＦ価格は、全日本通関ＣＩＦ価格の平成 26年 1月から同年 12

月までの確定値の加重平均値といたします。 

・ 使用燃料に応じた調整を行うため、上表以外の貿易統計品目による調整を希望する

場合は、落札者の申し出に応じて、落札後、受給契約締結までに別途協議いたしま

す。ただし、ご希望の貿易統計品目等の輸入実績が十分でないなど、指標性を有し

ていないと判断される場合には、採用できません。 

・ 燃料調達諸経費（ＣＩＦ価格非連動分）は、石油石炭税等、電力量に応じて増減す

るものの当該ＣＩＦ価格には連動しない費用といたします。なお、使用燃料が当該

ＣＩＦ価格に連動しない場合は、燃料調達諸経費（ＣＩＦ価格非連動分）に含めて

ください。 

・ 受給料金に関する詳細な条件は、『別冊 電力受給契約書【標準契約書】』を参照し

てください。 

 

４ その他４ その他４ その他４ その他    

・ 「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」における

バイオマスをエネルギー源とした再生可能エネルギー発電設備としての認定を受け

る場合は、別途同法における特定契約を締結するとともに、当社への供給に関する

必要な事項について協議のうえ、定めるものといたします。 

・ 追加コストを契約締結後の受給料金に織り込むことは、原則、認められませんが、

石油石炭税相当額の増加等、電気事業法第２２条第８項に定める事項については、

所定の法手続きにより変更が可能です。 

・ 予測しえない大幅な情勢変化が生じた場合などは、その時点で諸情勢も勘案のうえ、

契約にもとづき、対応について協議いたします。（現行法下では電気事業法第２２条

第１項による料金規制への移行が前提となります。） 
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別紙７ 

    

入札価格算定における入札価格算定における入札価格算定における入札価格算定における COCOCOCO2222対策コストの扱い 対策コストの扱い 対策コストの扱い 対策コストの扱い 

    

CO2排出係数は、当社が指定する次の基準に調整していただきます。基準を上回る場合の

調整方法として、次の１または２のいずれかを選択のうえ、入札価格を算定してください。 

当社が指定する基準排出係数 ＝ 0.551×10-3 t-CO2/kWh 

・ 地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）にもとづく政府及び地方公共団体実行計画に

おける温室効果ガス総排出量算定に用いる代替値（平成 25年度実績値） 

 

１ 応札者側で調整する方法を選択した場合１ 応札者側で調整する方法を選択した場合１ 応札者側で調整する方法を選択した場合１ 応札者側で調整する方法を選択した場合    

・ 実際の CO2排出係数（調整前の排出係数）を当社が指定する基準排出係数に調整す

るために必要な炭素クレジット（地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく算

定・報告・公表制度において、調整後温室効果ガス排出量の調整に用いることがで

きるもの）の調達費用等を入札価格に含めてください。 

・ この場合、当社に供給する電気の CO2排出係数の実績については、受給期間にわた

り、応札者側で基準排出係数以下に調整していただきます。 

 

２ 当社が最終的な２ 当社が最終的な２ 当社が最終的な２ 当社が最終的な COCOCOCO2222排出係数の調整を行う方法を選択した場合排出係数の調整を行う方法を選択した場合排出係数の調整を行う方法を選択した場合排出係数の調整を行う方法を選択した場合    

・ 『１２ 判定価格および評価価格の算定方法』における判定価格の算定において、

次の算定式にもとづき算定した CO2対策コスト（円/kWh）を当社が加減算いたし

ますので、入札価格の算定には含めないでください。 

 

CO2対策コスト（円/kWh）＝ 

『様式１２－１二酸化炭素排出係数算定書』に記載した 

基準排出係数との差［Δe］（t-CO2/kWh）× CO2価格（円/t-CO2）※ 

 

※ CO2価格は、『World Energy Outlook 2014年度版』の現行政策シナリオにおける「2020

年(平成 32年)値：20$/t-CO2 」および為替レート 105円/$（2014年(平成 26年)平均値）

にもとづき、「2,100円/t-CO2」といたします。 

 

・ この場合、当社に供給する電気の CO2排出係数の実績については、受給期間にわた

り、応札者側で契約排出係数（『様式１２－１二酸化炭素排出係数算定書』の（e）

の値）以下に調整していただきます。 

・ アグリゲーションによる供給を行う場合の CO2排出係数については、『別紙８アグ

リゲーションによる場合の評価価格等の算定方法』を参照してください。    
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別紙８ 

アグリゲーションによる場合の評価価格等の算定方法 アグリゲーションによる場合の評価価格等の算定方法 アグリゲーションによる場合の評価価格等の算定方法 アグリゲーションによる場合の評価価格等の算定方法 

 

応札にあたり、アグリゲーションにより供給を行う場合、評価価格算定時に用いる各要素

は、以下の方法により算出いたします。 

なお、具体的な計算方法を数値でお示しするため、以下のＡ，Ｂ，Ｃの３発電所（Ｃは他

社エリア、振替供給料金０.２５円/ｋＷｈ、振替損失１％）によるアグリゲーション（受給

最大電力１００ ＭＷ）での受給例でご説明いたします。 

【アグリゲーションのイメージ図】 

 

〔各発電所別諸元（例）〕〔各発電所別諸元（例）〕〔各発電所別諸元（例）〕〔各発電所別諸元（例）〕    

 Ａ発電所 Ｂ発電所 Ｃ発電所 

入札価格 （円/kWh） Ｘ（全発電所共通） 

連系エリア 当社エリア 当社エリア 

当社以外の一

般電気事業者

のエリア 

受給最大電力 （MW） 100 

発電所毎の 

受給最大電力 
（MW） 30 40 50 

年間基準電力量 （GWh） 600 

発電所毎の年間供給 

可能電力量の最大値 
（GWh） 200 250 300 

調整対象の 

CO２排出係数※ 
（t－CO２/kWh） 0.35×10-3 0.10×10-3 0.20×10-3 

潮流改善評価割引額 （円/kWh） 0.03 非対象 非対象 

電源線等工事費 

（特定負担分）の 

再算定結果の上昇率 

（倍） 1.00 1.05 1.02 

電源線等以外工事費（一

般負担分）の年経費 
（百万円） 30 40 － 

※ 各発電所の CO２排出係数と基準排出係数（0.551×10-３t-CO２/kWh）との差

振替供給料金 0.25 円/kWh
振替損失 1 %

当社エリア 他社エリア

ＡＡＡＡ ＢＢＢＢ ＣＣＣＣ
潮流改善評価割引

評価対象地域
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１ 評価価格１ 評価価格１ 評価価格１ 評価価格    

 

・ 電源ごとに、次の計算式による評価値の大きい順に、受給最大電力に達するまで、

発電所ごとの受給最大電力を先取りして加重平均することにより評価価格を算定い

たします。 

 

評価値（当社エリア）＝ 判定価格 ＋ 電源線等以外工事費（一般負担分） 

評価値（他社エリア）＝ 判定価格 ／（１－振替損失率）＋ 振替供給に必要な料金 

 

・ 電源線等以外工事費（一般負担分）は、後述の「４ 電源線等以外工事費（一般負

担分）」の算定方法により算定いたします。 

・ 振替損失率、振替供給に必要な料金は、当該発電機の連系する一般電気事業者から

当社エリアまでの振替に要する合算値といたします。 

・ また、複数の振替供給ルートが存在する場合は、上記評価値が最も大きくなるルー

トを選定いたします。 

 

２ 調整対象２ 調整対象２ 調整対象２ 調整対象 COCOCOCO２２２２排出量（当社が調整する場合）排出量（当社が調整する場合）排出量（当社が調整する場合）排出量（当社が調整する場合）    

    

・ 調整対象の CO２排出係数が高い電源から順に、年間基準電力量の値に達するまで発

電所毎の年間供給可能電力量の最大値を先取りして算定いたします。 

 

（Ａ発電所）           （Ｃ発電所） 

0.35×10-3 (t-CO2/kWh)×200(GWh) + 0.20×10-3 (t- CO2/kWh)×300(GWh) 

 

（Ｂ発電所） 

+0.10×10-3 (t-CO2/kWh)×(600-200-300)(GWh) = 140×103 (t-CO2) 

 

３ 潮流改善評価割引額３ 潮流改善評価割引額３ 潮流改善評価割引額３ 潮流改善評価割引額    

 

・ 潮流改善評価割引額が適用されない電源から順に受給最大電力の値に達するまで発

電所毎の受給最大電力を先取りして算定いたします。 

 

（Ａ発電所）     （Ｂ発電所）（Ｃ発電所） 

0.03(円/kWh) × (100 ― 40 －  50) (MW) 

100(MW) 

= 0.003(円/kWh) 
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４ 電源線等以外工事費（一般負担分）４ 電源線等以外工事費（一般負担分）４ 電源線等以外工事費（一般負担分）４ 電源線等以外工事費（一般負担分）    

    

・ 電源線等以外工事費（一般負担分）の年経費が大きい順に受給最大電力の値に達す

るまで発電所毎の受給最大電力を先取りして算定いたします。 

・ なお、再算定を行った場合は、再算定後の年経費を元に算定いたします。 

 

（Ｂ発電所）          （Ａ発電所）              （Ｃ発電所） 

40(百万円)×40(MW) ＋ 30(百万円)×30(MW) ＋ 0(百万円)×(100－40－30)(MW) 

100(MW) 

＝25(百万円)  

 

５ 電源線等工事費５ 電源線等工事費５ 電源線等工事費５ 電源線等工事費((((特定負担分特定負担分特定負担分特定負担分))))の再算定がある場合の再算定がある場合の再算定がある場合の再算定がある場合    

    

・ 電源線等工事費（特定負担分）の上昇額の大きい電源から順に受給最大電力の値に

達するまで発電所毎の受給最大電力を先取りして算定いたします。 

（『様式１０入札価格計算書』における電源線等工事費が 0.20円/kWhの場合） 

 

（Ｂ発電所）    （Ｃ発電所）       （Ａ発電所） 

0.20(円/kWh)×{1.05倍×40(MW)＋1.02倍×50(MW)＋1.00倍×(100-40-50)(MW)} 

100(MW) 

=0.21(円/kWh) 

 

６ 非価格要素ポイントの算定６ 非価格要素ポイントの算定６ 非価格要素ポイントの算定６ 非価格要素ポイントの算定    

    

・ アグリゲーションされた全ての発電所が、非価格要素の加点条件を満たしている場

合に、加点評価することといたします。  
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●本四連系の場合

北海道 北本連系 東北 東京 FC 中部 北陸 関西 本四連系 中国 九州

　<北海道 ⇒ 四国> 0.29 1.27 0.38 0.19 1.09 0.17 0.24 0.53

　<東　 北 ⇒ 四国> 0.38 0.19 1.09 0.17 0.24 0.53

　<東 　京 ⇒ 四国> 0.19 1.09 0.17 0.24 0.53

　<中　 部 ⇒ 四国> 0.17 0.24 0.53

　<北　 陸 ⇒ 四国> 0.28 0.24 0.53

　<関 　西 ⇒ 四国> 0.24 0.53

　<中 　国 ⇒ 四国> 0.53 0.37

　<九　 州 ⇒ 四国> 0.53 0.37 0.32

●阿南連系の場合

北海道 北本連系 東北 東京 FC 中部 北陸 関西 阿南連系 中国 九州

　<北海道 ⇒ 四国> 0.29 1.27 0.38 0.19 1.09 0.17 0.24 0.26

　<東　 北 ⇒ 四国> 0.38 0.19 1.09 0.17 0.24 0.26

　<東 　京 ⇒ 四国> 0.19 1.09 0.17 0.24 0.26

　<中　 部 ⇒ 四国> 0.17 0.24 0.26

　<北　 陸 ⇒ 四国> 0.28 0.24 0.26

　<関 　西 ⇒ 四国> 0.24 0.26

　<中 　国 ⇒ 四国> 0.24 0.26 0.37

　<九　 州 ⇒ 四国> 0.24 0.26 0.37 0.32

●本四連系の場合

北海道 北本連系 東北 中部 北陸 関西 本四連系 中国 九州

　<北海道 ⇒ 四国> 0.3% 4.1% 0.8% 0.2% -0.6% -0.3%

　<東　 北 ⇒ 四国> 0.8% 0.2% -0.6% -0.3% 4.24 円/kWh 3.85 円/kWh

　<東 　京 ⇒ 四国> 0.2% -0.6% -0.3%

　<中　 部 ⇒ 四国> 0.2% -0.6% -0.3% 8.8 ％ 5.7 ％

　<北　 陸 ⇒ 四国> 0.5% -0.6% -0.3%

　<関 　西 ⇒ 四国> -0.6% -0.3%

　<中 　国 ⇒ 四国> -0.3% 1.4%

　<九　 州 ⇒ 四国> -0.3% 1.4% 1.0%

●阿南連系の場合

北海道 北本連系 東北 中部 北陸 関西 阿南連系 中国 九州

　<北海道 ⇒ 四国> 0.3% 4.1% 0.8% 0.2% -3.5% -0.8%

　<東　 北 ⇒ 四国> 0.8% 0.2% -3.5% -0.8%

　<東 　京 ⇒ 四国> 0.2% -3.5% -0.8%

　<中　 部 ⇒ 四国> 0.2% -3.5% -0.8% 1.05 円/kWh 0.77 円/kWh 2.60 円/kWh 2.27 円/kWh

　<北　 陸 ⇒ 四国> 0.5% -3.5% -0.8%

　<関 　西 ⇒ 四国> -3.5% -0.8% -0.4 ％ -3.8 ％ 4.6 ％ 1.4 ％

　<中 　国 ⇒ 四国> -3.5% -0.8% 1.4%

　<九　 州 ⇒ 四国> -3.5% -0.8% 1.4% 1.0%

1.22 円/kWh 1.16 円/kWh 0.90 円/kWh 0.85 円/kWh 0.77 円/kWh 0.50 円/kWh 0.94 円/kWh 0.66 円/kWh 2.21 円/kWh 1.89 円/kWh

新山口 東岡山 三重 ＦＣ

2.1 ％ -1.8 ％ 1.1 ％ -2.9 ％ -0.9 ％ -4.3 ％ -0.7 ％ -4.1 ％ 3.8 ％ 0.6 ％

阿南

　　北本

　越前

当社迄の振替損失率

<本四連系の場合> <阿南連系の場合>

当社迄の振替料金 当社迄の振替料金

当社迄の振替損失率 当社迄の振替損失率

　　本四

　　南いわき

<阿南連系の場合>

当社迄の振替料金

当社迄の振替損失率

東京東京東京東京

<本四連系の場合>

当社迄の振替料金

中部中部中部中部

<本四連系の場合> <阿南連系の場合>

当社迄の振替料金 当社迄の振替料金

四国四国四国四国

事業者間精算単価（円/kWh）

当社迄の振替損失率 当社迄の振替損失率

北陸北陸北陸北陸

<本四連系の場合> <阿南連系の場合>

当社迄の振替料金 当社迄の振替料金

当社迄の振替料金 当社迄の振替料金

北海道北海道北海道北海道

<本四連系の場合> <阿南連系の場合>

当社迄の振替損失率

東北東北東北東北

当社迄の振替損失率 当社迄の振替損失率

当社迄の振替料金 当社迄の振替料金

当社迄の振替損失率 当社迄の振替損失率

<本四連系の場合>

当社迄の振替料金

当社迄の振替損失率

中国中国中国中国

<本四連系の場合> <阿南連系の場合>

当社迄の振替料金 当社迄の振替料金

当社迄の振替損失率

関西関西関西関西

<阿南連系の場合>

当社迄の振替料金

当社迄の振替損失率当社迄の振替損失率

九州九州九州九州

<本四連系の場合> <阿南連系の場合>

東京（FC含む）

4.5%

4.5%

4.5%

東京（FC含む）

4.5%

振替供給に必要な料金および振替損失率振替供給に必要な料金および振替損失率振替供給に必要な料金および振替損失率振替供給に必要な料金および振替損失率

振替損失率（％）

当社迄の振替損失率

4.5%

4.5%

１．振替供給に必要な料金

２．振替損失率

当社以外の一般電気事業者の系統に連系する場合において、応札者の価格評価に用い
る振替供給に必要な料金および振替損失率は、左表および下図のとおりとします。
なお、振替供給に必要な料金および振替損失率の見直しがあった場合は、要綱確定時
に見直すことがあります。

［算定方式］

一般電気事業者間における振替供給に係る費用の算定に用いる振替損失率（平成
26年5月1日時点）にもとづき、当社以外の一般電気事業者から当社迄の振替損失率
を算定いたしました。

一般電気事業者間における振替供給に係る費用の算定に用いる事業者間精算単価
（平成26年5月1日時点）にもとづき、当社以外の一般電気事業者から当社迄の振替
供給に必要な料金（以下「振替料金」といいます）を算定いたしました。

（注） 本四連系・阿南連系の接続ルートのどちらを使用するかについては、各社による接続
検討等の結果によります。
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非価格要素の加点条件の判断基準 非価格要素の加点条件の判断基準 非価格要素の加点条件の判断基準 非価格要素の加点条件の判断基準 

    

    

非価格要素の各項目において加点が成立する条件は、以下のとおりといたします。 

 

 

１ 需給運用の弾力性１ 需給運用の弾力性１ 需給運用の弾力性１ 需給運用の弾力性    

    

（１） 起動停止（１） 起動停止（１） 起動停止（１） 起動停止    

・ 今後の太陽光等の再生可能エネルギーの導入量拡大等を踏まえ、DSS、WSS機能を

有するものを評価いたします。 

・ DSSについては、解列から並列までの時間は 8時間以内とします。 

 

加点項目 加点条件 配点 

需給運用の弾力性 起動停止 
DSS機能を有するもの 2 

WSS機能を有するもの 1 

 

 

  ○ DSSイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ WSSイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 土
0kW

出力

月 日 月金 土 日 月金 金
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（２） ガバナフリー、（２） ガバナフリー、（２） ガバナフリー、（２） ガバナフリー、AFCAFCAFCAFC機能の両方を有するもの機能の両方を有するもの機能の両方を有するもの機能の両方を有するもの    

・ 当社系統に連系する応札電源が、以下２つの機能の両方を具備する場合に加点評価

いたします。 

・ 配点は 5ポイントといたします。 

  ○ ガバナフリー 

タービンの調速機構（ガバナ）において、系統周波数の変動に応じて発電機出力を

変化させるように運転（ガバナフリー運転）する機能（調定率４～５％程度）を具備

したものとします。 

  ○ AFC（Automatic Frequency Control：自動周波数制御）機能 

受信した AFC信号に追従し、以下の条件で自動的に運転出力を変動させる機能を具

備していただきます。AFC動作可能な出力範囲の下限は 40％ECR※以下、上限は定格

出力とし、分割数は４分割以下とします。 

    アグリゲーションの場合は、受信した AFC信号を、アグリゲートされた全ての発電

機へ送信していただく必要があります。 

※ ECR（Economical Continuous Rating：発電プラントにおいて最も経済的になる 

ように設計している負荷であり、標準条件のもとでのタービン定格負荷に相当） 

項目 要求性能 

出力変化幅 
AFC下限値～50% ECR出力時 １％／分以上 

50% ECR出力～定格出力時 ３％／分以上 

 

（３）最低負荷（３）最低負荷（３）最低負荷（３）最低負荷    

・ 最低負荷について以下の条件が可能なものについて、加点評価いたします。 

加点項目 加点条件 配点 

需給運用の弾力性 最低負荷 
20%ECR以下のもの 1 

30%ECR以下のもの 0.5 

    

２ 通告期限の弾力性２ 通告期限の弾力性２ 通告期限の弾力性２ 通告期限の弾力性    

・ 受給最大電力の４０％以下で連続運転が可能な設備であり、かつ、実需給に近い時

間断面で柔軟に運転計画を変更できるものについて、加点対象といたします。 

加点項目 加点条件 配点 

通告期限の弾力性 

受給最大電力の 40%

以下での連続運転が

可能な設備であり、 

かつ通告期限が右を

満たすもの 

OTM機能を有し、指令

に追従できるもの 
6 

当日まで変更可能 4 

前日まで変更可能 2 

・ 前日まで変更可能とは、「前日１７時まで通告変更が可能であること」、当日まで変

更可能とは、「当日実需給の１時間前まで通告変更が可能であること」といたします。
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○ OTM（Online Telemeter：運転基準出力指令装置）機能 

    個々の発電設備等に出力目標値として送信された値（以下「運転基準出力指令値」

という。）に追従し、以下の条件で自動的に運転出力を変化させる機能を具備していた

だきます。 

    アグリゲーションの場合は、受信した OTM 信号を、アグリゲートされた全ての発

電機へ送信していただく必要があります。 

運転基準出力指令値に追従して運転している状態で AFC 信号を受信した場合は、

AFCの出力変化速度で運転していただきます。 

項目 要求性能 

出力変化速度 ５０％出力～定格出力時 ２％／分以上 

 

３ 利用率変動許容性３ 利用率変動許容性３ 利用率変動許容性３ 利用率変動許容性    

・ 利用率変動許容性について、年間受給電力量から受給最大電力に 8,760時間を乗じて

得た電力量の±±±±15%15%15%15%の範囲で調整可能であるものについて、加点評価いたします。 

・ 具体的には、各年度の通告電力量（通告変更した場合は、変更後の値）の年度累計が、

次の上限値および下限値の範囲まで許容できるものを加点対象といたします。 

・ 配点は 2ポイントといたします。 

通
告
電
力
量
の
年
度
累
計 

上限値 年間受給電力量 ＋（受給最大電力 ×8,760 ×15151515％％％％） 

[キロワット時] [キロワット時]      [キロワット]   [時間] 

下限値 年間受給電力量 －（受給最大電力 ×8,760 ×15151515％％％％） 

[キロワット時] [キロワット時]      [キロワット]    [時間] 

※ あらかじめ落札者の承諾を得た場合を除き、当社が承認した年間供給可能電力量

は上回らないものといたします。 

 

運用イメージ（年間基準利用率70%の場合）

80%

70%

60%

年間受給電力量

の上限値※1

年間基準電力量

年間受給電力量

の下限値※2

利用率
①年間供給可能電力量

（落札者が毎年通知）

②年間受給電力量

（当社が毎年通告）

③年間受給電力量からの通告変更の許容範囲

（受給最大電力×8,760時間×±15%）

※1：年間基準電力量に受給最大電力×8,760時間×10%を加算した電力量

※2：年間基準電力量から受給最大電力×8,760時間×10%を減算した電力量

※3：協議により、年間供給可能電力量の範囲内で年間受給電力量の上限値を上回る通告、

または年間受給電力量の下限値を下回る通告が可能

③年間受給電力量の通告可能範囲※3

年間受給電力量の上限は

①または上限値※1

のうちいずれか低い値
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４ 送電端熱効率（４ 送電端熱効率（４ 送電端熱効率（４ 送電端熱効率（LHVLHVLHVLHV））））    

・ 新技術の採用（高い熱効率）による燃料消費量、CO2 排出量の低減効果を評価いた

します。 

・ 当社は、応札電源の発電規模（認可出力における発電端出力）における低位発熱量

基準（LHV）の送電端熱効率を確認し、加点条件に見合った配点を付与いたします。 

・ 新設の場合は設計熱効率、既設の場合は平成２６年度の実績熱効率といたします。 

 

＜石炭火力（微粉炭火力）の場合＞＜石炭火力（微粉炭火力）の場合＞＜石炭火力（微粉炭火力）の場合＞＜石炭火力（微粉炭火力）の場合＞    

発電規模※ 送電端熱効率（LHV) 

 配点 1 2 

２０万ｋＷ以上～５０万ｋＷ未満 40.0%以上～41.0％未満 41.0％以上 

５０万ｋＷ以上～６０万ｋＷ未満 41.5%以上～42.5％未満 42.5％以上 

６０万ｋＷ以上～７０万ｋＷ未満 41.0%以上～42.0％未満 42.0％以上 

７０万ｋＷ以上 42.0%以上～43.0％未満 43.0％以上 

※ 認可出力（発電端） 

 

＜天然ガス火力（ガスタービンコンバインドサイクル）の場合＞＜天然ガス火力（ガスタービンコンバインドサイクル）の場合＞＜天然ガス火力（ガスタービンコンバインドサイクル）の場合＞＜天然ガス火力（ガスタービンコンバインドサイクル）の場合＞    

立地

地域 

発電規模※ 送電端熱効率（LHV) 

 配点 1 2 

60Hz

地域 

４０万ｋＷ未満 [一軸型] 56.0%以上～57.0％未満 57.0％以上 

４０万ｋＷ以上 [一軸型] 57.0%以上～58.0％未満 58.0％以上 

50Hz

地域 

５０万ｋＷ未満 [一軸型] 57.0%以上～58.0％未満 58.0％以上 

５０万ｋＷ以上 [一軸型] 58.0%以上～59.0％未満 59.0％以上 

８０万ｋＷ以上 [多軸型] 55.0%以上～56.0％未満 56.0％以上 

※  認可出力（発電端） 

    

５ 燃料調達の確実性５ 燃料調達の確実性５ 燃料調達の確実性５ 燃料調達の確実性    

・ 燃料調達の具体的計画を有しているものに加点評価いたします。燃料調達の計画に

つきましては、『様式７燃料関係』に記載していただきます。 

・ 配点は１ポイントといたします。 

    

６ 環境負荷への配慮６ 環境負荷への配慮６ 環境負荷への配慮６ 環境負荷への配慮    

・ 環境負荷の良い燃種を使用するものについて、加点評価いたします。 

・ 具体的には、温室効果ガス排出係数が液化天然ガス(LNG)の排出係数※１以下の燃種、

または、バイオマスの混焼割合がカロリー比で 1%以上のものを加点対象といたします。 

・ 配点は 1ポイントといたします。  

※1 液化天然ガス(LNG)の排出係数（省令※２にもとづく値） 

 排出係数(t-C/GJ) 

液化天然ガス(LNG) 0.0135 

※2 特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量算定に関する省令
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 別紙１１ 

落札候補者の選定方法 落札候補者の選定方法 落札候補者の選定方法 落札候補者の選定方法 

    

当社は、総合ポイントが上位の応札者から受給最大電力を累計し、50 万キロワットに達

する応札者までを落札候補者として選定いたします。 

ただし、50万キロワットに達する最後の応札者までの受給最大電力の累計量が 60万キロ

ワットを超える場合には、50 万キロワットに達する最後の応札者までの受給最大電力の累

計量が 60万キロワット以内となるよう調整いたします。 

 

［具体例］ ［具体例］ ［具体例］ ［具体例］ 

 

順位 応札者 受給最大電力 累計量 落札候補者 

1 Ａ社 15万ｋＷ 15万ｋＷ ○ 

2 Ｂ社 50万ｋＷ 65万ｋＷ ○または× 

3 Ｃ社 30万ｋＷ 95万ｋＷ ○または× 

4 Ｄ社 20万ｋＷ 115万ｋＷ ○または× 

    

Ｂ社を落札候補者とした場合、上限である60万ｋＷを超えるため、Ｂ社に上限である60

万ｋＷを超えない出力となる45万ｋＷ相当での入札価格の再算定および非価格要素の再検

討を依頼します。 

 

【Ｂ社が当社の指定する期日までに再算定後の入札価格等を提出しない場合】または【Ｂ社が当社の指定する期日までに再算定後の入札価格等を提出しない場合】または【Ｂ社が当社の指定する期日までに再算定後の入札価格等を提出しない場合】または【Ｂ社が当社の指定する期日までに再算定後の入札価格等を提出しない場合】または    

【Ｂ社の再算定後の入札価格より算定した判定価格が上限価格を超える場合】【Ｂ社の再算定後の入札価格より算定した判定価格が上限価格を超える場合】【Ｂ社の再算定後の入札価格より算定した判定価格が上限価格を超える場合】【Ｂ社の再算定後の入札価格より算定した判定価格が上限価格を超える場合】    

① Ｂ社は失格とし、Ｂ社の次の順位であるＣ社を落札候補者に選定します。 

② Ａ社およびＣ社を落札候補者としても募集量である50万ｋＷに達していないため、

Ｃ社の次の順位であるＤ社に上限である60万ｋＷを超えない出力となる15万ｋＷ

相当での入札価格の再算定および非価格要素の再検討を依頼します。 

③ Ｄ社が当社の指定する期日までに再算定後の入札価格等を提示しない場合、あるい

は再算定後の入札価格より算定した判定価格が上限価格を超える場合、Ａ社とＣ社

を落札候補者に選定します。 

④ Ｄ社の再算定後の入札価格より算定した判定価格が上限価格以下となる場合、Ａ社

およびＣ社と、Ｄ社の15万ｋＷ相当を落札候補者に選定します。 

 

【Ｂ社の再算定後の入札価格より算定した判定価格が上限価格以内となる場合】【Ｂ社の再算定後の入札価格より算定した判定価格が上限価格以内となる場合】【Ｂ社の再算定後の入札価格より算定した判定価格が上限価格以内となる場合】【Ｂ社の再算定後の入札価格より算定した判定価格が上限価格以内となる場合】    

① Ｂ社の再算定後の入札価格より算定した価格要素および非価格要素の合計点とＢ

社の次の順位であるＣ社の合計点を比較し、点数が高い応札者を落札候補者に選定

します。 

② Ｂ社の合計点が高い場合、Ａ社およびＢ社を落札候補者に選定します。 

③ Ｃ社の合計点が高い場合、Ａ社およびＣ社を落札候補者に選定します。 

④ Ａ社およびＣ社を落札候補者としても募集量である50万ｋＷに達していないため、

Ａ社の次の順位であるＢ社と、Ｃ社の次の順位であるＤ社に、上限である60万ｋＷ

を超えない出力となる15万ｋＷ相当での入札価格の再算定および非価格要素の再

検討を依頼します。 

⑤ Ｂ社およびＤ社の再算定後の入札価格より算定した判定価格が上限価格以下とな
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る場合、再算定後の入札価格より算定した価格要素および非価格要素の合計点を比

較し、点数が高い応札者の15万ｋＷ相当を落札候補者に選定します。 

⑥ Ｂ社およびＤ社の再算定後の入札価格より算定した判定価格が上限価格を超える

場合、Ｂ社およびＤ社は失格とします。 

 

 

※ 再算定の依頼は公証人立会いのもと実施します。 

※ 当社が指定する期日とは、依頼した日から１ヶ月を原則とし、具体的な日時は依頼す

る際に公証人立会のもと書面でお伝えします。 

※ 再算定後の提出書類は『１５ 応募方法（１）入札書の提出』と同様とし、変更なし

の場合は、その旨を記載して提出してください。 

※ 提出された書類は、公証人立会いのもと開封します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お客さま本部 営業部 
受給グループ「⽕⼒電源⼊札」係 

〒760-8573 香川県高松市丸の内 2 番 5 号 
電話：087-821-5061（代表） 

お問い合わせは当社ホームページよりお願いいたします。 
【⽕⼒電源⼊札専⽤サイト】 

http://www.yonden.co.jp/business/dealing/thermal/index.html 


